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第 １ 章 
 

地震・水害の想定 



  

 



 

資3 

 

第１ 大阪府地震被害想定調査（平成 19 年 3 月） 

大阪府において、地震現象（地震ハザード）を想定し、地域の地盤環境や社会・生活環境の災害

脆弱性を綿密に把握した上で、大規模地震が発生した場合に府域が被る物的・人的被害、ライフラ

インの途絶等の様相を予測し、経済的な影響量を把握するとともに、大阪府地域防災計画の改正等、

今後の防災対策を進めるにあたって必要となる基本的な考え方を検討するための地震被害想定調

査が実施された。 

以下に、高槻市に関するものを示す。なお、本調査のうち、「東南海・南海地震」に関するものは、

その後「南海トラフ巨大地震」として、大阪府防災会議により新たな被害想定調査が実施されてい

ることから、本項目では割愛し、「第２ 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（大阪府防災会

議）による被害想定調査」において示す。 

 

調査概要 

 

(1) 想定地震 

大阪府域への影響が考えられる内陸断層について、地震動予測の中で段階的な検討を行い、最

終的に以下の 4断層（5ケース）の地震を対象とした。 

 

 内陸直下型地震 

  ① 有馬高槻断層帯地震 

  ② 上町断層帯地震（Ａ・Ｂ） 

  ③ 生駒断層帯地震 

  ④ 中央構造線断層帯地震 

 

 

大阪周辺の活断層 
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(2) 想定時期 

想定時期は、地震火災や人的被害等で影響の大きい「冬の夕刻」を基本とし、他の時間帯によ

る災害事象への影響を考慮した検討も加えた。 

 

ハザードの想定 

 

(1) 地震動 

  想定地震の断層パラメータは、次のとおりである。 

 

想定地震の断層パラメータ 

想定地震 

名称 
対応断層名称 

長さ

(km) 

幅 

(km) 

走向 

(度) 

傾斜 

(度) 

断層 

タイプ 

地震モー

メント 

(dyne・

cm) 

モーメン

ト・マグ

ニチュー

ド 

気象庁 

マグニ 

チュード 

平均す

べり量 

(m) 

有馬高槻 

断層帯地震 

天王山断層 8 

56 16 

234 

80 
右横ずれ 

断層 
3.81×1026 7.0 7.3-7.7 1.3 有馬－高槻構造線・ 

有野－淡河断層 
48 262 

上町 

断層帯地震 

佛念寺山断層 8 

58 18 

342 

65 逆断層 5.17×1026 7.1 7.5-7.8 1.4 

上町断層北部 12 354 

上町断層南部 26 23 

桜川撓曲 4 48 

住之江撓曲 8 55 

生駒 

断層帯地震 

田口断層・交野断層 16 

54 18 

20 

60 逆断層 4.48×1026 7.0 7.3-7.7 1.3 生駒断層・誉田断層 26 8 

枚方断層 12 349 

中央構造線 

断層帯地震 

友ヶ島水道断層～ 

根来断層 
44 

90 
16 

261 
80 

右横ずれ 

断層 1.12×1027 7.3 7.7-8.1 2.1 
五条谷断層 30 249 

金剛断層帯 16 22 181 45 逆断層 
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 (2) 計測震度 

   想定地震による計測震度は、次のとおりである。なお、有馬高槻断層帯地震の高槻市内におけ

る最大震度は 7である。 

 

 

想定地震による計測震度（有馬高槻断層帯地震） 
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 想定地震による計測震度（上町断層帯地震Ａ）         想定地震による計測震度（上町断層帯地震Ｂ） 

     

想定地震による計測震度（生駒断層帯地震）           想定地震による計測震度（中央構造線断層帯地震） 
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(3) 液状化 

  想定地震動による液状化ＰＬ値は、次のとおりである。 

 

 
想定地震によるＰＬ値（有馬高槻断層帯地震） 
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   想定地震によるＰＬ値（上町断層帯地震Ａ）           想定地震によるＰＬ値（上町断層帯地震Ｂ） 

     

      想定地震によるＰＬ値（生駒断層帯地震）           想定地震によるＰＬ値（中央構造線断層帯地震） 
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地震被害想定 

 

(1) 揺れ等による建物被害 

  揺れによる（液状化を含む）建物被害棟数は、次のとおりである。 

 

建物被害の想定結果（高槻市） 

 
全壊(棟) 半壊(棟) 

木造 非木造 計 木造 非木造 計 

有馬高槻断層帯地震 29,280 2,729 32,009 16,369 3,479 19,848 

上町断層帯地震Ａ 5,390 461 5,851 7,846 1,119 8,965 

上町断層帯地震Ｂ 55 10 65 119 69 188 

生駒断層帯地震 10,153 883 11,036 10,364 1,668 12,032 

中央構造線断層帯地震 2 2 4 4 11 15 

 

 

     

全壊率と被害率の分布（有馬高槻断層帯地震） 
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全壊率と被害率の分布（上町断層帯地震Ａ） 

     

全壊率と被害率の分布（上町断層帯地震Ｂ） 



 

資11 

 

     

全壊率と被害率の分布（生駒断層帯地震） 

     

全壊率と被害率の分布（中央構造線断層帯地震） 
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 (2) 地震火災 

   地震火災による被害は、次のとおりである。 

 

出火件数・残火災件数の予測結果（高槻市） 

 全出火 

（3日間） 

炎上出火 

（3日間） 

炎上出火 

（1日間） 

炎上出火 

（1時間） 

残出火 

（夕刻） 

残出火（夕刻） 

自主防災活動なし 

早

朝 

昼

間 

夕

刻 

早

朝 

昼

間 

夕

刻 

早

朝 

昼

間 

夕

刻 

早

朝 

昼

間 

夕

刻 

平均

風速 

1%超過 

確率風速 

平均

風速 

1%超過 

確率風速 

有馬高槻断層帯地震 40 63 67 37 58 62 29 47 49 15 23 25 2 5 2 5 

上町断層帯地震Ａ 9 15 16 4 6 6 3 5 5 1 2 2 0 0 0 0 

上町断層帯地震Ｂ 4 7 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生駒断層帯地震 14 22 23 9 14 15 7 11 12 4 6 6 0 0 0 0 

中央構造線断層帯地震 4 7 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

※全 出 火：全ての出火（地震直後 3日間を基本） 

※炎上出火：全出火のうち、家人、隣人等の初期消火活動で消火できずに残った火災 

※残 出 火：炎上出火のうち、消防署所や消防団、自主防災組織による消火活動で消火されずに残った火災 

 

焼失棟数の予測結果（高槻市） 

 有馬高槻 

断層帯地震 

上町断層帯 

地震Ａ 

上町断層帯 

地震Ｂ 

生駒断層帯 

地震 

中央構造線 

断層帯地震 

平均風速 9,212 2 0 10 0 

超過確率 1%風速 9,284 2 0 12 0 

 

(3) ライフライン機能障害 

  ライフライン機能障害は、次のとおりである。 

 

電気被害の想定結果（高槻市） 

有馬高槻 

断層帯地震 
上町断層帯地震Ａ 上町断層帯地震Ｂ 生駒断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

停電 

軒数 

停電率 

(%) 

停電 

軒数 

停電率 

(%) 

停電 

軒数 

停電率 

(%) 

停電 

軒数 

停電率 

(%) 

停電 

軒数 

停電率 

(%) 

97,275 57.2 18,988 11.2 297 0.2 41,140 24.2 0 0.0 

 

電気被害の想定結果（大阪府全体） 

 停電軒数 停電率 復旧期間 

有馬高槻断層帯地震 約 41 万軒 約 9% 約 2 日 

上町断層帯地震Ａ 約 200 万軒 約 45% 約 1 週間 

上町断層帯地震Ｂ 約 60 万軒 約 13% 約 5 日 

生駒断層帯地震 約 89 万軒 約 20% 約 6 日 

中央構造線断層帯地震 約 15 万軒 約 3% 約 1 日 

 

ガス被害の想定結果（高槻市）               （戸数単位：万戸） 

有馬高槻 

断層帯地震 
上町断層帯地震Ａ 上町断層帯地震Ｂ 生駒断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

供給停止 

戸数 

停止率 

(%) 

供給停止 

戸数 

停止率 

(%) 

供給停止 

戸数 

停止率 

(%) 

供給停止 

戸数 

停止率 

(%) 

供給停止 

戸数 

停止率 

(%) 

13.7 100.0 7 51.1 0 0.0 5.9 43.1 0 0.0 
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ガス被害の想定結果（大阪府全体） 

 供給停止戸数 復旧期間 

有馬高槻断層帯地震 64 万戸 約 0.5～1 ヶ月 

上町断層帯地震Ａ 293 万戸 約 2～3 ヶ月 

上町断層帯地震Ｂ 128 万戸 約 1～2 ヶ月 

生駒断層帯地震 142 万戸 約 0.5～1.5 ヶ月 

中央構造線断層帯地震 8 万戸 約 2 週間 

 

水道被害の想定結果（高槻市） 

有馬高槻 

断層帯地震 
上町断層帯地震Ａ 上町断層帯地震Ｂ 生駒断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

断水率 

(%) 

断水人口 

(万人) 

断水率 

(%) 

断水人口 

(万人) 

断水率 

(%) 

断水人口 

(万人) 

断水率 

(%) 

断水人口 

(万人) 

断水率 

(%) 

断水人口 

(万人) 

80.6 28.2 45.3 15.9 6.7 2.3 75.7 26.5 0.1 0.0 

 

水道被害の想定結果（大阪府全体） 

 影響人口 断水率 復旧期間 

有馬高槻断層帯地震 約 230 万人 約 26% 約 20 日間 

上町断層帯地震Ａ 約 545 万人 約 61% 約 40 日間 

上町断層帯地震Ｂ 約 372 万人 約 42% 約 30 日間 

生駒断層帯地震 約 490 万人 約 56% 約 50 日間 

中央構造線断層帯地震 約 111 万人 約 13% 約 10 日間 

 

通信（固定電話）の被害想定結果（高槻市） 

有馬高槻 

断層帯地震 
上町断層帯地震Ａ 上町断層帯地震Ｂ 生駒断層帯地震 

中央構造線 

断層帯地震 

被災 

回線 

被災率 

(%) 

被災 

回線 

被災率 

(%) 

被災 

回線 

被災率 

(%) 

被災 

回線 

被災率 

(%) 

被災 

回線 

被災率 

(%) 

53,028 13.5 7,070 1.8 393 0.1 7,070 1.8 393 0.1 

 

固定電話被害の想定結果（大阪府全体（ケーブル等の被災による）） 

 
使用不能 

加入者数 

サービス回復 復旧体制（レスキュー隊、応急復旧隊、

本格復旧隊を全国より配備） 復旧期間 回線数 

有馬高槻断層帯地震 17 万 約 2 週間 9.0 万 復旧隊 1,600 名を配備 

上町断層帯地震Ａ 91 万 約 2 週間 48.2 万 復旧隊 8,600 名を配備 

上町断層帯地震Ｂ 42 万 約 2 週間 22.3 万 復旧隊 4,000 名を配備 

生駒断層帯地震 45 万 約 2 週間 23.8 万 復旧隊 4,300 名を配備 

中央構造線断層帯地震 8 万 約 5 日 4.2 万 復旧隊 750 名を配備 

 

携帯電話被害の想定結果（大阪府全体（建物被災による間接的影響エリアと対策）） 

 影響区域 影響顧客数 

有馬高槻断層帯地震 高槻市の一部でつながりにくい可能性 約 1 千人程度 

上町断層帯地震Ａ 
大阪市中央区、東成区、天王寺区、旭区、都島区、

東淀川区の一部でつながりにくい可能性 
約 12 万人程度 

上町断層帯地震Ｂ 堺市の一部でつながりにくい可能性 約 1 千人程度 

生駒断層帯地震 東大阪市、大東市の一部でつながりにくい可能性 約 5 万人程度 

※中央構造線断層帯地震では、建物被害による影響は生じないと想定される。 
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(4) 人的被害 

  人的被害は、次のとおりである。 

 

建物倒壊による人的被害の想定結果（高槻市） 

 死者数(人) 負傷者数(人) 重傷者数(人) 

早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 早朝 昼間 夕刻 

有馬高槻断層帯地震 1,269 819 868 4,523 2,809 3,017 240 149 160 

上町断層帯地震Ａ 50 31 33 4,646 2,891 3,122 342 216 232 

上町断層帯地震Ｂ 0 0 0 69 41 46 7 4 5 

生駒断層帯地震 235 140 155 4,217 2,832 2,965 288 193 201 

中央構造線断層帯地震 0 0 0 5 3 3 0 0 0 

※屋内人口は、早朝 350,610 人、昼間 221,371 人、夕刻 236,151 人 

 

火災による人的被害の想定結果（高槻市） 

 死者数(人) 負傷者数(人) 

平均風速 超過確率 1%風速 平均風速 超過確率 1%風速 

有馬高槻断層帯地震 210 213 1,135 1,149 

上町断層帯地震Ａ 0 0 1 1 

上町断層帯地震Ｂ 0 0 0 0 

生駒断層帯地震 1 1 5 5 

中央構造線断層帯地震 0 0 0 0 

 

要因別の死傷者数の想定結果 時間帯：夕刻（大阪府全体（超過確率 1%風速の場合）） 

 有馬高槻 

断層帯地震 

上町断層帯 

地震Ａ 

上町断層帯 

地震Ｂ 

生駒断層帯 

地震 

中央構造線 

断層帯地震 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

建物被害 1,462 30,407 10,338 100,648 4,015 65,247 5,702 70,023 233 11,057 

火災延焼 222 1,195 952 5,156 411 2,228 1,945 10,512 0 3 

道路被害 5 419 78 2,371 37 1,275 15 914 3 150 

鉄道被害 116 760 584 6,341 77 1,876 117 1,783 9 325 

合計 1,805 32,781 11,952 114,516 4,540 70,626 7,779 83,232 245 11,535 

 

要因別の死傷者数の想定結果：各ピーク時間帯（大阪府全体） 

 有馬高槻 

断層帯地震 

上町断層帯 

地震Ａ 

上町断層帯 

地震Ｂ 

生駒断層帯 

地震 

中央構造線 

断層帯地震 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

死者数 

(人) 

負傷者数 

(人) 

建物被害 

(早朝) 
2,129 42,004 10,831 124,976 5,654 81,536 7,559 84,932 321 15,409 

火災延焼 

(夕刻) 
222 1,195 952 5,156 411 2,228 1,945 10,512 0 3 

道路被害 

(朝ﾗｯｼｭ時) 
5 435 80 2,335 38 1,254 16 900 4 153 

鉄道被害 

(朝ﾗｯｼｭ時) 
165 2,271 865 16,366 178 5,529 257 4,950 13 629 

合計 2,521 45,905 12,728 148,833 6,281 90,547 9,777 101,294 338 16,194 
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(5) 罹災・避難者 

  罹災者数と避難所生活者数は、次のとおりである。 

 

罹災者と避難所生活者の想定結果 

 罹災者数(人) 避難所生活者数(人) 

高槻市 大阪府全体 高槻市 大阪府全体 

有馬高槻断層帯地震 208,305 743,066 60,409 217,440 

上町断層帯地震Ａ 57,188 2,662,962 16,585 813,924 

上町断層帯地震Ｂ 840 1,514,995 244 454,068 

生駒断層帯地震 88,376 1,900,441 25,630 569,129 

中央構造線断層帯地震 65 229,628 19 66,968 

 

(6) 震災廃棄物 

  震災廃棄物は、次のとおりである。 

 

震災廃棄物発生量の想定結果（高槻市域） 

 可燃物(千トン) 不燃物(千トン) 計(千トン) 

有馬高槻断層帯地震 749 2,508 3,256 

上町断層帯地震Ａ 168 566 734 

上町断層帯地震Ｂ 3 13 16 

生駒断層帯地震 278 939 1,217 

中央構造線断層帯地震 0 2 2 
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第２ 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会(大阪府防災会議）による被害想定調査 

 

大阪府では、最新の知見を有する学識経験者の参画を得て、科学的、客観的な立場から南海ト

ラフ巨大地震に対する災害対策等を検討し、大阪府地域防災計画の修正に反映するため、大阪府

防災会議に「南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会」を設置し、各種検討が進められ、平成 25

年８月 20日に最大震度、液状化危険度、津波浸水想定区域等が公表された。その後、平成 25 年

10 月 30 日に人的被害・建物被害想定が、平成 26 年１月 24 日にライフライン等施設被害・経済

被害等の想定が示された。以下に、高槻市に関するものを示す。 

 

１ 想定震源断層域 

想定震源断層域は、国の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」公表のもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 最大震度 

市区町村 最大震度 

高槻市 ６弱 

 

３ 津波 

高槻市は津波被害を受けない。 
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４ 建物被害 

項目 
全壊（棟） 半壊（棟） 

全建物 木造 非木造 全建物 木造 非木造 

総 数 1,797※1 1,715 80 9,294 8,910 384 

内訳 

揺 れ 359 307 52 4,534 4,154 380 

液状化 1,432 1,405 27 4,755 4,753 2 

津 波 - - - - - - 

急傾斜地 3※1 3 1 5 3 2 

地震火災※2 3 - - - - - 

参考 建物総数 104,832 73,603 31,229  

※1：端数処理により合計が合致しないところがある。 

※2：冬18時及び夏12時1％超過確率風速 

 

５ 人的被害（ケース：冬１８時） 

 死者数(人) 負傷者数（人） 重傷者数（人） 

全建 

物内 

木造 

内 

非木 

造内 

全建 

物内 

木造 

内 

非木 

造内 

全建 

物内 

木造 

内 

非木 

造内 

建物の揺れによる人的被害 15 13 2 389 249 140 19 10 9 

急傾斜地崩壊による人的被害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

火災による人的被害 

（1％超過確率風速） 
0 0 0 

ブロック塀・自動販売機等の転倒、 

屋外落下物による被害 
0 21 8 

屋内収容物移動・転倒、屋内落下物 

による被害 
4 235 39 

合 計 19 645 66 

 

 要救助者（冬18時） 

揺れによる建物被害に伴う要救助者 86人 

 

６ ライフライン被害 

水道 

給水人口 
（人） 

断水率 

被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 約40日後 

354,908 82.6% 27.7% 25.8% 23.9% 6.5% 0.4% 
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下水道 

処理人口 
（人） 

機能支障率 

被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 

341,446 3.4％ 3.4％ 2.9％ 2.5％ 0.0％ 

電力 

契約軒数 
停電率 

早期受電困難 
被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 

148,510 49.0％ 3.3％ 0.8％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

都市ガス 

顧客数 
供給停止

戸数 
復旧対象

戸数 

供給停止率 

被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 

128,957 49,312 39,400 30.6％ 30.6％ 28.3％ 27.7％ 0.0％ 

通信（固定電話） 

加入契約者数 
復旧対象 
契約数 

不通契約数 

被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 

86,000 72,000 83.7％ 3.5％ 2.3％ 1.2％ 0.0％ 

通信（携帯電話） 

携帯電話 
基地局数 

通信状況等 

被災直後 １日後 ４日後 ７日後 １ヵ月後 

停 波 
基地局率 

不 通 
ランク 

停 波 
基地局率 

不 通 
ランク 

停 波 
基地局率 

不 通 
ランク 

停 波 
基地局率 

不 通 
ランク 

停 波 
基地局率 

不 通 
ランク 

705 82.4％ Ａ 3.3％ － 0.8％ － 0.0％ － 0.0％ － 

※不通ランク：「Ａ」は非常につながりにくい、「―」はわずかにつながりにくい状態を示す 

 

７ 交通施設被害 

道路 

道路総延長 被害箇所数 

1,079km 78箇所 

道路閉塞率 

道路幅員別延長 道路幅員別閉塞率 
道路リンク 

閉塞率 5.5ｍ以上 
13.0ｍ未満 

3.0ｍ以上 
5.5ｍ未満 

3.0ｍ未満 
13.0ｍ未満 
道路延長合計 

5.5ｍ以上 
13.0ｍ未満 

3.0ｍ以上 
5.5ｍ未満 

3.0ｍ未満 

152.6km 890.6km 2.2km 1,045.4km 1.2％ 3.7％ 7.9％ 3.3％ 
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８ 生活への影響 

避難者数 

１日後 １週間後 １ヵ月後 約40日後 

避難者数 避難者数 避難者数 避難者数 

（人） 避難所 避難所外 （人） 避難所 避難所外 （人） 避難所 避難所外 （人） 避難所 避難所外 

10,234 6,140 4,094 30,792 15,396 15,396 30,469 9,141 21,329 10,234 3,070 7,164 

帰宅困難者 

帰宅困難者数（人） 

47,904 

物資 

飲料水（㍑） 食糧（食） 毛布（枚） 

備蓄量 
必要量 

不足量 
(7日間) 

備蓄量 
必要量 

不足量 
(7日間) 

備蓄量 必要量 
不足量 
(7日間) 1日～ 

3日間 
4日～ 
7日間 

1日～ 
3日間 

4日～ 
7日間 

521,875 1,751,473 1,078,706 2,308,304 82,036 110,527 443,400 471,890 18,076 20,468 2,392 

医療機能（冬 18 時【早期避難率低】） 

 

 

９ 災害廃棄物       

災害廃棄物発生量（冬18時） 

計 揺れ 液状化 津波 急傾斜 火災 

19.0万t 3.8万t 15.2万t 0.0万t 0.0万t 0.0万t 

 

10 エレベータ内閉じ込め 

エレベータ設置台数 エレベータ停止台数 

1,467 338 

 

出典： １～３  第３回 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会 資料 

４～５  第４回 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会 資料 

６～10  第５回 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会 資料 

  

転院患者数（人） 医療対応不足数（人） 

44 0 
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第３ 地震調査研究推進本部による調査 

活断層及び海溝型地震の長期評価の概要を以下に示す。 

 

１ 活断層の長期評価（算定基準日：令和 8 年 1 月 1 日） 

断層帯名 

長期評価で 

予想した 

地震規模 

（マグニチュード） 

地震発生確率 我が国の主

な活断層に

おける相対

的評価 

地震後 

経過率 

(注 2) 

平均活動間隔 

30 年以内 50 年以内 100年以内 最新活動時期 

有馬－高槻 

断層帯 

7.5 程度 

（7.5±

0.5） 

ほぼ0%～ 

0.04% 

ほぼ0%～ 

0.1% 

ほぼ0%～ 

0.5% 

大きな地震が

発生する可能

性を示す 

0.2-0.4 

1,000 年－2,000 年程度 

1596 年慶長伏見地震 

上町断層帯 7.5 程度 2%～3% 3%～5% 6%～10% 
高いグループ

に属する 

1.1-2 

より大 

8,000 年程度 

約 28,000 年前以後、約 9,000 年前以前 

生駒断層帯 7.0～7.5程度 
ほぼ0%～ 

0.2% 

ほぼ0%～ 

0.3% 

ほぼ0%～ 

0.7% 

やや高いグル

ープに属する 
0.2-0.5 

3,000 年－6,000 年 

400 年頃以後、1,000 年前以前 

中央構造線 

断層帯(注 1) 
6.8 程度 ほぼ0% ほぼ0% ほぼ0% 

大きな地震が

発生する可能

性を示す 

0.2-0.3 

約 6,000 年－7,600 年 

（金剛山地東縁） 1 世紀以後、3 世紀以前 

注１：中央構造線断層帯は、１０の区間に分かれて活動すると評価されており、上表にはそれぞれの数値を示した。しか

し、これらは１つの断層帯として同時に活動する可能性もある。その場合はマグニチュード８．０程度もしくはそ

れ以上の地震が発生し、その長期確率は、１０の区間が個別に活動する長期確率を超えることはないと評価されて

いる。 

注２：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均発生間隔で割った値。最新の地震発生時期から評

価時点までの経過時間が、平均発生間隔に達すると１．０となる。  

 

２ 海溝型地震の長期評価（算定基準日：令和 8 年 1 月 1 日）    

領域又は地震名 

長期評価で予想 

した地震規模 

（マグニチュード） 

地震発生確率（注１） 地震後 

経過率 

(注 2) 

平均発生間隔（注１） 

(上段) 

最新発生時期 

(下段：ﾎﾟｱｿﾝ過程を適用したも

のを除く） 10 年以内 30 年以内 50 年以内 

南
海
ト
ラ
フ
の
地
震 

南海トラフ 

（すべり量

依存 BPT モ

デル） 

Ｍ8～9 クラス ほぼ0%～40% 
60%～90%程 

度以上 

90%程度も

しくはそれ

以上 

0.83 

96.5 年 

80.0 年前 

南海トラフ 

（BPT モデ

ル（ケース

Ⅲ）） 

Ｍ8～9 クラス 0.2%～10% 20%～50% 60%～90% 0.68 

117.4 年 

80.0 年前 

注１：これらの評価は、基準日を元に更新過程を適用。 

注２：最新発生時期から評価時点までの経過時間を、平均発生間隔で割った値。最新の地震発生時期から評価時点まで

の経過時間が、平均発生間隔に達すると１.０となる。 

 

（出典：政府地震調査研究推進本部 活断層及び海溝型地震の長期評価結果） 
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第４ 洪水浸水想定区域図 

 

   

 

    

１ 淀川洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） ２ 安威川洪水浸水想定区域図※（想定最大規模降雨） 

３ 芥川洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） ４ 女瀬川洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） 

（平成 29 年 6 月 14 日） （令和 5 年 12 月 8 日） 

（令和 8 年 3 月 27 日） （令和 2 年 3 月 25 日） 

※神崎川の浸水想定区域も含む 

（令和 5 年 12 月 8 日） 
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５ 檜尾川洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） ６ 水無瀬川洪水浸水想定区域図（想定最大規模降雨） 

（令和 2 年 3 月 25 日） （令和 2 年 3 月 25 日） 
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第５ 災害履歴 

(1) 地震災害の履歴    

大阪府に影響を及ぼした主な地震災害の概要 

西暦（和暦） 地域（名称） マグニチュード 主な被害【 】は全国被害 

887 年 8月 26 日 

（仁和 3年） 

五畿・七道 8.0～8.5 津波による死者多数（南海

トラフ沿いの巨大地震） 

1361 年 8月 3 日 

（正平 16年） 

畿内・土佐・阿波 81/4～8.5 四天王寺倒壊により、圧死

者 5 人、津波による被害あ

り（南海トラフ沿いの巨大

地震） 

1510 年 9月 21 日 

（永正 7年） 

摂津・河内 6.5～7.0 寺社倒壊、死者あり 

1596 月 9年 5 日 

（慶長 1年） 

畿内（慶長伏見地震とも

呼ばれる） 

71/2 堺で死者 600 人余 

1662 年 6月 16 日 

（寛文 2年） 

山城・大和・河内・和

泉・摂津・丹後・若狭・

近江・美濃・伊勢・駿

河・三河・信濃 

71/4～7.6 大坂城、高槻城、岸和田城

破損、大阪で若干の死者あ

り 

1707 年 10 月 28 日 

（宝永 4年） 

（宝永地震） 8.6 大阪で死者約 750 人、家屋

全壊 1,000 棟余、他に津波

による死者多数 

1854 年 12 月 23 日 

（安政 1年） 

（安政東海地震） 8.4 【東海沖の巨大地震、強い

揺れ及び津波により関東か

ら近畿にかけて被害、住家

全壊・焼失約 30,000 棟、死

者 2,000～3,000 人】 

1854 年 12 月 24 日 

（安政 1年） 

（安政南海地震） 8.4 南海沖の巨大地震、安政東

海地震の被害と区別するの

が難しい 

1891 年 10 月 28 日 

（明治 24年） 

（濃尾地震） 8.0 死者 24 人、負傷者 94人、

家屋全壊 1,011 棟 

※高槻市の被害状況 

淀川檜尾堤防､大阪府三箇

牧村において液状化現象

が発生「日本の地盤液状

化履歴図(若松、1991)」 

1927 年 3月 7 日 

（昭和 2年） 

（北丹後地震） 7.3 死者 21 人、負傷者 126 人、

住家・非住家全壊 127 棟 

1936 年 2月 21 日 

（昭和 11年） 

（河内大和地震） 6.4 死者 8 人、負傷者 52 人、住

家全壊 4棟 
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西暦（和暦） 地域（名称） マグニチュード 主な被害【 】は全国被害 

1944 年 12 月 7日 

（昭和 19年） 

（東南海地震） 7.9 死者 14 人、負傷者 135

人、住家全壊 199 棟 

1946 年 12 月 21 日 

（昭和 21年） 

（南海地震） 8.0 死者 32 人、負傷者 46人、

住家全壊 234 棟 

1952 年 7月 18 日 

（昭和 27年） 

（吉野地震） 6.7 死者 2 人、負傷者 75 人、

住家全壊 9 棟 

1995 年 1月 17 日 

（平成 7年） 

（平成 7年（1995 年） 

兵庫県南部地震） 

7.3 【死者 6,434 人、行方不明

3 人、負傷者 43,792 人、住

家全壊 104,906 棟】 

※高槻市の被害状況 

震度 5 弱を観測、負傷者

230 人、半壊 12棟・一部

損壊 4,307 棟 他 

2000 年 10 月 6日 

（平成 12年） 

（平成 12年（2000 年） 

鳥取県西部地震） 

7.3 負傷者 4人 

2004 年 9月 5 日 

（平成 16年） 

紀伊半島南東沖 7.4 負傷者 10人 

2011 年 3月 11 日 

  （平成 23 年） 

東北地方太平洋沖地震 9.0 負傷者 1人 

※高槻市の被害状況 

震度 3 を観測、人的・物

的被害なし 

2013 年 4月 13 日 

（平成 25年） 

淡路島付近 6.3 負傷者 5人  

2018 年 6月 18 日 

(平成 30年) 

大阪府北部地震 6.1 死者 6 人、負傷者 385 人、

住家全壊 20 棟、住家半壊

443 棟 

※高槻市の被害状況 

震度 6 弱、死者 2 人、負

傷者 40 人、全壊 11 件、

大規模半壊 2 件、半壊

247 件、一部損壊 22,515

件 

出典：地震調査研究推進本部ホームページ（※は、市にて加筆） 
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(2) 風水害の履歴 

高槻市に影響を及ぼした主な風水害の概要 

西暦(和暦) 種別 主な被害 

1917 年 10 月 1日 

(大正 6 年） 

大雨 

(淀川大塚切れ) 

浸水・流出家屋約 15,000 戸(市外含む)、淀川、

芥川決壊 

1950 年 9月 3 日 

(昭和 25年) 

ジェーン台風 全壊 61 戸、半壊 66 戸、一部倒壊 415 戸、浸水

等 8,262 戸 

1953 年 9月 25 日 

(昭和 28年) 

台風第 13号 全壊 297 戸、半壊 30戸、床上 467 戸、床下 7,926

戸、檜尾川、芥川決壊 

1959 年 7月 13 日～ 

14 日 (昭和 34年) 

大雨 床上 3,200 戸、冠水 242ha 

1959 年 9月 26 日 

(昭和 34年) 

台風第 15号 

(伊勢湾台風) 

床下 30 戸、冠水 150.8ha 

1961 年 6月 24 日～ 

30 日 (昭和 36年) 

6 月豪雨 床下 760 戸、冠水 765ha、道路損壊 44 か所、堤

防損壊 47か所 

1961 年 9月 16 日 

(昭和 36年) 

台風第 18号 

(第 2 室戸台風) 

全壊 49 戸、半壊 48 戸 

1967 年 7月 8 日～9 日 

(昭和 42年) 

北摂豪雨 全壊 2戸、半壊 16戸、床上 707 戸、床下 6,559 戸、

道路決壊 62 か所、堤防決壊 69か所(女瀬川決壊) 

1969 年 6月 25 日 

(昭和 44年) 

梅雨豪雨 床下 1,029 戸、道路決壊 8 か所、橋流出 1か所、

冠水 600ha 

1970 年 6月 15 日 

(昭和 45年) 

大雨 床下 422 戸、田畑一時冠水 400ha 

1972 年 9月 16 日 

(昭和 47年) 

台風第 20号 家屋一部崩壊 103 戸、床上 22 戸、床下 865 戸 

1974 年 7月 21 日 

(昭和 49年) 

集中豪雨 床下 1,542 戸 

2008 年 8月 6 日 

(平成 20年) 

大雨 床上 45 戸、床下 102 戸、道路冠水 47 か所 

2012 年 8月 14 日 

(平成 24年) 

集中豪雨 床上 247 戸、床下 597 戸、道路冠水 69 か所 

2018 年 7月 5 日～7 日 

(平成 30年) 

平成 30年 7 月豪雨 開設避難所 39 か所、避難者 213 人、負傷者(重

症 1 人)、道路冠水 16か所、がけ崩れ 12か所、

全壊 1 戸 

2018 年 9月 4 日～ 

11月 20日(平成 30年) 

台風第 21号 開設避難所 26 か所、避難者 371 人、負傷者(中

等症 1 人、軽症 15 人)、全壊 4 件、大規模半壊 2

件、半壊 60 件、一部損壊 6,757 件、倒木･停電

多数 



 

 

 



 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

  

〔 資 料 編 〕 
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防災関係機関電話番号及び所在地一覧 
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防災関係機関電話番号及び所在地一覧 
 

公的機関・防災会議関係機関等 

機 関 名 担 当 課 所 在 地 電話番号 
大 阪 府 防 災 

行 政 無 線 番 号 

高 槻 市 災 害 対 策 本 部 危 機 管 理 室 高槻市桃園町 2-1 674-7474 507-8900 

 高 槻 市 消 防 本 部 ・ 

警 防 課 高槻市桃園町 4-30 674-7980 407-11-524 

      消 防 団 

近 畿 地 方 整 備 局 
企 画 部 

企 画 課 

大阪市中央区大手前 1 丁目 

5-44 合同庁舎 1 号館 
06-6942-4090 820-8930 

 淀 川 河 川 事 務 所 流 域 治 水 課 枚方市新町 2 丁目 2-10 072-843-2861 ― 

  高 槻 出 張 所 管理第 2 係 高槻市大塚町 4 丁目 28-1 675-0822 ― 

 大 阪 国 道 事 務 所 防 災 情 報 課 
大阪市城東区今福西 2 丁目 

12-35 
06-6932-1421 ― 

  高 槻 維 持 出 張 所 ― 高槻市京口町 12-22 671-5981 ― 

陸 上 自 衛 隊 第 3 師 団 
第 3 部 

防 衛 班 
伊丹市広畑 1-1 072-781-0021 823-8900 

 
陸 上 自 衛 隊 

第 3 6 普 通 科 連 隊 
第 3 科 伊丹市緑ヶ丘 7 丁目 1-1-2 072-782-0001 

240-824-

8900 

大 阪 管 区 気 象 台 
気 象 防 災 部 

予 報 課 

大阪市中央区大手前 4-1-76 

合同庁舎第 4 号館 
06-6949-6303 816-8930 

近 畿 農 政 局 大 阪 府 拠 点 地方参事官室 
大阪市中央区大手前 1 丁目 

5-44 合同庁舎第 1号館 6階 
06-6943-9691 804-8900 

大 阪 府 災 害 対 策 本 部 
危 機 管 理 室 

災 害 対 策 課 

大阪市中央区大手前 3 丁目

1-43 大阪府新別館北館3階 
06-6944-6478 220-8921 

 水 防 本 部 
河 川 室 

河 川 環 境 課 

大阪市中央区大手前 3 丁目

2-12 別館 4 階 
06-6944-9304 220-8932 

 茨 木 土 木 事 務 所 
地域支援企画課 

地域支援・防災Ｇ 
茨木市中穂積 1 丁目 3-43 072-627-1121 300-677 

  防 災 対 策 準 備 室 ― 茨木市中穂積 1 丁目 3-43 072-627-1121 300-8910 

  
新 名 神 関 連 事 業 

建 設 事 業 所 
― 高槻市桃園町 4-16 661-6003 

240-328-

8900 

 北部農と緑の総合事務所 地 域 政 策 室 茨木市中穂積 1 丁目 3-43 072-627-1121 300-8920 

 北 部 流 域 下 水 道 事 務 所 建 設 課 茨木市下穂積 1 丁目 180 072-620-6671 280-30-250 

 高 槻 警 察 署 警 備 課 高槻市野見町 2-4 672-1234 ― 

高 槻 市 医 師 会 事 務 局 高槻市城東町 5-1 661-0123 ― 

高 槻 市 歯 科 医 師 会 事 務 局 高槻市城東町 5-1 676-0235 ― 

高 槻 市 薬 剤 師 会 事 務 局 高槻市北園町 11-14 674-8934 ― 
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機 関 名 担 当 課 所 在 地 電話番号 
大 阪 府 防 災 

行 政 無 線 番 号 

高 槻 市 社 会 福 祉 協 議 会 総 務 課 高槻市城西町 4-6 674-7496 ― 

淀 川 右 岸 水 防 事 務 組 合 総 務 課 
大阪市淀川区新北野 1丁目 

11-11 
06-6302-8721 240-852-1 

神 安 土 地 改 良 区 総 務 課 茨木市双葉町 12-22 072-634-2551 ― 

東 部 土 地 改 良 区 事 務 局 高槻市春日町 7-8 675-6401 ― 

真 上 土 地 改 良 区 事 務 局 高槻市真上町 2 丁目 10-14 629-0529 ― 

富 田 土 地 改 良 区 事 務 局 高槻市富田町 5 丁目 17-5 696-1846 ― 

日 本 放 送 協 会 大 阪 放 送 局 報 道 部 
大阪市中央区大手前 4-1-

20 
06-6937-3106 240-838-1 

高 槻 市 赤 十 字 奉 仕 団 事 務 局 
高槻市城西町 4-6 

（高槻市社会福祉協議会内）
674-7684 ― 

日 本 郵 便 株 式 会 社 

高 槻 郵 便 局 
総 務 部 高槻市中川町 1-1 674-9662 ― 

日 本 郵 便 株 式 会 社 

高 槻 北 郵 便 局 
総 務 部 高槻市別所新町 4-1 684-7565 ― 

西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 

高 槻 駅 
― 高槻市白梅町 1-1 683-3665 ― 

西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 

摂 津 富 田 駅 
― 高槻市富田町 1 丁目 1-18 693-2815 ― 

Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 株 式 会 社 

関 西 支 社 

設 備 部 

災 害 対 策 室 

大阪市都島区東野田町 4丁

目 15-82 
06-6210-2609 ― 

関 西 電 力 送 配 電 株 式 会 社 

高 槻 配 電 営 業 所 
― 高槻市沢良木町 17-3 0800-777-3081 ― 

大阪ガスネットワーク株式会社

北 東 部 事 業 部 

緊 急 保 安 

チ ー ム 
東大阪市稲葉 2-3-17 072-966-5314 ― 

阪 急 電 鉄 株 式 会 社 

高 槻 市 駅 
― 高槻市城北町 2 丁目 1-18 0570-089-500 ― 

京 阪 バ ス 株 式 会 社 

高 槻 営 業 所 

運 行 係 

当 務 助 役 
高槻市竹の内町 70-1 670-2121 ― 

西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 

関西支社京都高速道路事務所 
総 務 課 

京都府久世郡久御山町 

森北大内 27 
075-632-1230 ― 

株 式 会 社 ジ ェ イ コ ム 

ウ エ ス ト 高 槻 局 
管 理 部 

高槻市上田辺町 18-1 

TSK ビル 2 階 
非公開 ― 

高 槻 市 コ ミ ュ ニ テ ィ 

市 民 会 議 
事 務 局 

高槻市桃園町 2-1 

(コミュニティ推進室内) 
674-7462 507-7462 

高 槻 市 市 民 防 災 協 議 会 事 務 局 
高槻市桃園町 2-1 

（危機管理室内） 
674-7314 507-8900 

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 

北 部 水 道 事 業 所 
維 持 管 理 課 吹田市山田西 4 丁目 3-1 06-6875-2101 260-9-483-214 

吹 田 市 危 機 管 理 室 吹田市泉町 1 丁目 3-40 06-6384-1753 505-8900 

茨 木 市 危 機 管 理 課 茨木市駅前 3 丁目 8-13 072-620-1617 511-8900 

摂 津 市 防 災 危 機 管 理 課 摂津市三島 1 丁目 1-1 06-6170-1518 524-8900 
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機 関 名 担 当 課 所 在 地 電話番号 
大 阪 府 防 災 

行 政 無 線 番 号 

島 本 町 危 機 管 理 室 三島郡島本町桜井 2 丁目 1-1 075-962-0380 533-8900 

武 雄 市 防 災 ・ 減 災 課 
佐賀県武雄市武雄町大字

昭和 12-10 
0954-23-9223 ― 

益 田 市 危 機 管 理 課 島根県益田市常盤町 1-1 0856-31-0601 ― 

若 狭 町 環 境 安 全 課 
福井県三方上中郡若狭町

中央 1-1 
0770-45-9126 ― 

真 庭 市 危 機 管 理 課 岡山県真庭市久世 2927-2 0867-42-1126 ― 

亀 岡 市 自 治 防 災 課 京都府亀岡市安町野々神 8 0771-25-5097 ― 

明 日 香 村 総 務 財 政 課 
奈良県高市郡明日香村大

字橘 21 
0744-54-2001 ― 

木 津 川 市 危 機 管 理 課 
京都府木津川市木津南垣

外 110-9 
0774-75-1206 ― 

八 女 市 防 災 安 全 課 福岡県八女市本町 647 番地 0943-23-1731 ― 
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第 1 高槻市防災会議 

高槻市防災会議条例 
昭和38年 6月 24日 
条 例 第 526号 

(趣旨)  
第 1条  この条例は、災害対策基本法(昭和 36年法律第223号。以下「法」という。)第 16条第 6項の

規定に基づき、高槻市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織に関し必要な事項を
定めるものとする。 

（平 12条例 2・平 24条例 33・一部改正） 
(所掌事務)   

第 2条  防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 
(1)  高槻市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 
(2)  市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 
(3)  前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 
(4)  前 3号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（平 24条例 33・一部改正） 
(会長及び委員)  

第 3条  防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 
2  会長は、市長をもって充てる。  
3  会長は、会務を総理する。  
4  会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。  
5  委員は、次に掲げる者をもって充て、その定数は40人以内とする。  

(1)  市の区域を管轄する指定地方行政機関(法第 2条第 4号の指定地方行政機関をいう。)の職員のう
ちから市長が委嘱する者 

(2) 市の区域を警備区域とする陸上自衛隊の自衛官のうちから市長が委嘱する者 
(3) 大阪府の職員のうちから市長が委嘱する者 
(4) 大阪府警察の警察官のうちから市長が委嘱する者 
(5) 市の職員のうちから市長が指名する者 
(6) 市の区域において業務を行う指定公共機関（法第 2 条第 5 号の指定公共機関をいう。）又は指定
地方公共機関（法第2条第 6号の指定地方公共機関をいう。）の職員のうちから市長が委嘱する者 

(7) 自主防災組織（法第 5 条第 2 号の自主防災組織をいう。）を構成する者又は学識経験のある者の
うちから市長が委嘱する者 

(8) 前各号に掲げる者のほか、市長が防災に関し必要と認める者 
6  前項第 1号から第4号まで及び第6号から第8号までの委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の
委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

7  前項の委員は、再任されることができる。  
（平 7条例 12・平 24条例 33・一部改正） 

(専門委員)  
第 4条  防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 
2  専門委員は、関係地方行政機関の職員、大阪府の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、関係指
定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

3  専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 
(議事等)  

第 5条  この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会
長が防災会議に諮って定める。 

（平 24条例 33・一部改正） 
附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  
附  則(平成 7年 6月 30日条例第12号)  

この条例は、公布の日から施行する。  
附  則(平成 12年 3月 28日条例第2号)抄 

1 この条例は、平成12年 4月 1日から施行する。 
附  則(平成 24年 9月 27日条例第33号)   
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1 この条例は、公布の日から施行する。 
2 この条例の施行の日から平成26年 3月 23日までの間に改正後の高槻市防災会議条例第3条第 5項第
7号の規定により委嘱される委員（同条第6項ただし書に規定する補欠の委員を除く。）の任期は、同
項の規定にかかわらず、同日までとする。 
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高槻市防災会議運営要綱 
 

   （趣  旨）  
第１条 この要綱は、高槻市防災会議条例（昭和３８年高槻市条例第５２６号）第５条の規定に基づき、

高槻市防災会議（以下「会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
  

   （会  議）  
第２条 会議は会長が招集し議長となる。 
２ 会議は委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。  
３ 会議の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

   

   （会議の代替措置）  
第３条 緊急を要し、会議を招集するいとまがないと認めるとき、又はやむを得ない事情により会議を

招集することができないときは、会長は書面、電磁的方法、遠隔的通信等により協議することをもっ
て会議に代えることができる。 

ただし、会議が処理すべき事項のうち次に掲げる軽易な事項については、会長は専決処分をするこ
とができる。 
(1) 高槻市地域防災計画に基づき、その実施を推進すること。 
(2) 災害に関する情報を収集すること。 
(3) 災害応急対策及び災害復旧に関し、関係機関相互の連絡調整を図ること。 
(4) 非常災害に際し、緊急措置に関する計画を作成し、その実施を推進すること。 
(5) 関係機関の長に対し、資料又は情報の提供、意見開陳、その他必要な協力を求めること。 
(6) 災害対策本部の設置及び連絡に関すること。 

２ 会長は前項の規定により専決処分したときは、次の会議に報告し、その承認を求めなければなら
ない。    

   （庶  務）  

第４条 会議の庶務は高槻市危機管理室が掌理する。  

   （補  則）  
第５条 この要綱に定めるもののほか、会議に関し必要な事項は、そのつど会長が定める。 
 

  附  則  

この要綱は、昭和３８年８月２７日より実施する。  

  附  則  

この要綱は、平成１６年３月９日より実施する。  

  附  則  

この要綱は、平成２４年４月１日より実施する。  

  附  則  

この要綱は、平成２５年４月１日より実施する。  

  附  則  

この要綱は、令和３年１月１５日より実施する。 
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高槻市防災会議委員名簿 

 

 (会長 高 槻 市 長)                            令和 8年 2月現在 

 
選任区分(高槻市防災会議条例第 3 条第 5 項) 委  員  職  名 

1 
第 1 号 市の区域を管轄する指

定地方行政機関の職員
のうちから市長が委嘱
する者 

国土交通省近畿地方整備局 
淀川河川事務所長 

2 
国土交通省近畿地方整備局 
淀川河川事務所高槻出張所長 

3 
国土交通省近畿地方整備局 
大阪国道事務所長 

4 

第 2 号 市の区域を警備区域と
する陸上自衛隊の自衛
官のうちから市長が委
嘱する者 

陸上自衛隊第 3 師団 
第 36 普通科連隊第 4 中隊長 

5 
第 3 号 大阪府の職員のうちか

ら市長が委嘱する者 大阪府茨木土木事務所長 

6 
大阪府茨木土木事務所 
参事兼地域支援・企画課長 

7 大阪府北部流域下水道事務所長 

8 
第 4 号 大阪府警察の警察官の

うちから市長が委嘱す
る者 

大阪府高槻警察署長 

9 
第 5 号 市の職員のうちから市

長が指名する者 高槻市副市長 

10 高槻市副市長 

11 高槻市企業管理者 

12 高槻市教育委員会教育長 

13 高槻市危機管理監 

14 高槻市総合戦略部長 

15 高槻市市民生活環境部長 

16 高槻市健康福祉部長 

17 高槻市保健所長 

18 高槻市子ども未来部長 
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 選任区分(高槻市防災会議条例第 3 条第 5 項) 委  員  職  名 

19 
第 5 号 市の職員のうちから市

長が指名する者 高槻市技監 

20 高槻市都市創造部長 

21 高槻市消防長 

22 高槻市消防団長 

23 
第 6 号 市の区域において業務

を行う指定公共機関又
は指定地方公共機関の
職員のうちから市長が
委嘱する者 

西日本旅客鉄道株式会社 高槻駅長 

24 ＮＴＴ西日本株式会社 関西支店 設備部長 

25 
関西電力送配電株式会社 大阪北本部 
高槻配電営業所長 

26 
大阪ガスネットワーク株式会社 
北東部事業部 緊急保安チームマネジャー 

27 阪急電鉄株式会社 高槻市駅統括駅長 

28 淀川右岸水防事務組合 事務局長 

29 神安土地改良区 理事長 

30 一般社団法人高槻市医師会 会長 

31 
第 7 号 自主防災組織を構成す

る者又は学識経験のあ
る者のうちから市長が
委嘱する者 

学校法人関西大学 社会安全学部 准教授 

32 京都大学防災研究所 特任教授 

33 高槻市市民防災協議会 会長 

34 
第 8 号 前各号に掲げる者のほ

か、市長が防災に関し
必要と認める者 

高槻市赤十字奉仕団 委員長 

35 高槻市コミュニティ市民会議 議長 

36 社会福祉法人高槻市社会福祉協議会 会長 

37 大阪医科薬科大学病院 看護部 看護監 

38 高槻商工会議所 副会頭 
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第 2 組織動員   

高槻市災害対策本部条例 
昭和 38 年 6 月 24 日  

条 例 第 529 号  

（趣旨）   

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 23 条の 2 第 8項の規定に基づき、
高槻市災害対策本部(以下「本部」という。)に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(平 24 条例 33・一部改正) 
（組織）   

第 2 条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監督
する。 

2 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 
3 災害対策本部員（以下「本部員」という。）その他の職員は、本部長の命を受け、本部の事務に従
事する。 
（部）   

第 3 条 本部長は、必要と認めるときは、本部に部を置くことができる。 
2 部に属すべき本部員その他の職員は、本部長が指名する。 
3 部に部長を置き、本部員のうちから本部長が指名する。 
4 部長は、部の事務を掌理する。  

(平 24 条例 33・一部改正) 
（委任）   

第 4 条 この条例に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 
(平 24 条例 33・一部改正)   
附  則   

この条例は、公布の日から施行する。 
附  則(平成 24年 9月 27 日条例第 33号)抄 

1 この条例は、公布の日から施行する。 
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災害対策本部の組織 

      教育・子ども対策部
(児童・⽣徒安全対策担当：教育次⻑)
(幼稚園・保育所対策担当：子ども未来部⻑)

教育委員会事務局

小中学校

子ども未来部

市議会 市議会事務局
(議会事務局⻑)

議会事務局

消火・救助部
(消防⻑)

消防本部

被害調査部
(総務部⻑) 総務部

⺠⽣・要配慮者対策部
(健康福祉部⻑)

健康福祉部

医療対策部
(健康福祉部理事兼保健所⻑)

健康福祉部

子ども未来部

輸送部
(交通部⻑) 交通部

給水部
(水道部⻑)

水道部

ＩＣＴ基盤維持・復旧G
((兼)総合政策部⻑)

総合政策部

復旧部
(都市創造部⻑)(技監)(建築監)

都市創造部

歴史にぎわい部

市⺠⽣活対策部
(市⺠共創部⻑)

市⺠共創部

物資支援対策部
(歴史にぎわい部⻑)

歴史にぎわい部

農業委員会事務局

方面隊・第２方面隊

副本部⻑付
(教育･子ども対策部担当：教育⻑)
(輸送部･給水部担当：企業管理者)

総合政策部

総務部

会計課

機動Ｇ
(会計管理者)

選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

職員配備G
((兼)総務部⻑) 総務部

方面G
(総合政策部⻑)

総合政策部

副本部⻑
(副市⻑)

成⻑戦略本部

本部⻑
(市 ⻑)

本部事務局
(危機管理監兼危機管理室⻑)

統括Ｇ
（危機管理監兼危機管理室⻑）
（成⻑戦略本部成⻑戦略監）

（秘書担当：総合政策部理事兼市⻑室⻑）

危機管理本部

政策法務室
総務課
契約検査課

市⻑室
広報戦略室
財務戦略室

人材戦略室

みらい創⽣室
アセットマネジメント推進室

都市づくり推進課
審査指導課
住宅政策課
公共建築課
管理課
道路課
公園課
下水河川企画課
下水河川事業課
農林緑政課
コミュニティ推進室

公⺠館
図書館
スポーツ振興課
人権・男女共同参画課
市⺠⽣活相談課
斎園課
環境政策課
資源循環推進課
清掃業務課
エネルギーセンター

税制課
市⺠税課
資産税課
収納課

地域共⽣推進室
福祉指導課
⻑寿介護課
⽣活福祉総務課
⽣活福祉支援課
福祉相談支援課
障がい福祉課
国⺠健康保険課
健康医療政策課
保健衛⽣課
保健予防課
健康づくり推進課
子ども保健課

総務企画課
運輸課
総務企画課
給水収納課
管路整備課
浄水管理センター
消防総務課
予防課
警防課
救急課
指令調査室
中消防署
北消防署

教育政策課
教育総務課
学校安全課
保健給食課
教育指導課
教職員課
教育センター

DX戦略室

産業振興課
観光シティセールス課
ふるさと寄附金推進センター
将棋のまち推進課
歴史文化財室

埋蔵文化財調査センター
しろあと歴史観
今城塚古代歴史館

芸術文化振興課

危機管理室

富田まちづくり推進室
摂津峡周辺整備推進室
未来パーク整備推進室
デジタル市政改革室

子ども政策課
保育幼稚園総務課
保育幼稚園事業課
保育幼稚園指導課
子ども⻘少年課
子ども家庭みまもりセンター

子育て支援課

市⺠課
富田支所
三箇牧支所
樫田支所
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配備体制（地震） 

≪配備区分≫ 
△印：被災状況等に応じて複数名の職員を配置 
○印：1/4～1/2 の職員を目安とし、被災状況等に応じて職員を配置 
◎印：全職員（再任用時短を含む。臨時職員・会計年度任用職員を除く）を配置 
※印：原則として、全ての方面隊長、副隊長及び基地避難所の班長を配置 

 
≪災害対策部室（災害対応オペレーションルーム）の配備区分≫ 
Ａ ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の指揮本部を設置 
Ｂ ：災害対策部室にて対策部（Ｇ）の一部業務を実施 
情 ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の情報連絡員を若干名配置 
（注）配備区分がない対策部も必要に応じて情報連絡員を配置

本部事務局 統括Ｇ

【危機管理監兼 【(兼)危機管理監兼

危機管理室長】 危機管理室長】 富田まちづくり推進室

【成長戦略本部成長戦略監】 摂津峡周辺整備推進室

【総合政策部理事兼市長室長】 未来パーク整備推進室

デジタル市政改革室

政策法務室

総務課

契約検査課

市長室

広報戦略室

財務戦略室

機動Ｇ

【会計管理者】 選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

職員配備Ｇ 人材戦略室

【(兼)総務部長】 市民課

方面Ｇ みらい創生室

【総合政策部長】 アセットマネジメント推進室

※ ◎

ＩＣＴ基盤維持・復旧Ｇ

【(兼)総合政策部長】

都市づくり推進課

審査指導課

住宅政策課

公共建築課

管理課

道路課

公園課

下水河川企画課

下水河川事業課

歴史にぎわい部 農林緑政課

コミュニティ推進室

∟公民館

図書館

スポーツ振興課

人権・男女共同参画課

市民生活相談課

斎園課

環境政策課

資源循環推進課

清掃業務課

エネルギーセンター

産業振興課

観光シティセールス課

ふるさと寄附金推進センター

将棋のまち推進課

歴史文化財室

芸術文化振興課

行政委員会 農業委員会事務局

税制課

市民税課

資産税課

収納課

地域共生推進室

福祉指導課

長寿介護課

生活福祉総務課

生活福祉支援課

福祉相談支援課

障がい福祉課

国民健康保険課

健康医療政策課

保健衛生課

保健予防課

健康づくり推進課

子ども未来部 子ども保健課

総務企画課

運輸課

総務企画課

給水収納課

管路整備課

浄水管理センター

教育政策課

教育総務課

学校安全課

保健給食課

教育指導課

教職員課

教育センター

子ども政策課

保育幼稚園総務課

保育幼稚園事業課

保育幼稚園指導課

子ども家庭みまもりセンター

∟子育て支援課

子ども青少年課

総合政策部 ＤＸ戦略室 ○ ◎

総合政策部 ○ ◎

方面隊・第２方面隊

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

情

○ ◎

◎○

第2次防災体制第1次防災体制警戒体制情報収集体制

部局名

Ａ Ａ Ａ Ａ△ ○

配備区分

危機管理本部 危機管理室

成長戦略本部

総　務　部

◎

災害対策部室

配備区分
配備区分

災 害対策部室

配備区分
配備区分

災害対策部室

配備区分

災害対 策部室

配備 区分
配備区分

Ａ

◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

Ａ

○ ◎

情

市議会事務局

【議会事務局長】
議会事務局 ○

教育委員会事務局

○

子ども未来部

教育・子ども対策部

【児童・生徒安全対策担当：教育次長】

【幼稚園・保育所対策担当：子ども未来部長】

消火・救助部

【消防長】
消　防　本　部

給　水　部

【水道部長】
水　道　部

【交通部長】
交　通　部 ○ ◎

健康福祉部
○ ◎

輸　送　部

医療対策部

【健康福祉部理事兼保健所長】

健康福祉部 ○ ◎

民生･要配慮者対策部

【健康福祉部長】

【総務部長】
総　務　部

歴史にぎわい部

被害調査部

物資支援対策部

【歴史にぎわい部長】

市民共創部

市民生活対策部

【市民共創部長】

対策部（Ｇ）名

Ｂ

Ａ

情

Ｂ

△
（注）南海

トラフ地震

臨時情報

(調査中)発

表時は除く

○ ◎

総　務　部

総合政策部

会　計　課

○ ◎
行政委員会

都市創造部

復旧部

【都市創造部長・技監・建築監】

情

情

情

別途配備別途配備別途配備別途配備 情
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配備体制（風水害時・土砂災害） 

≪配備区分≫ 

△印：被災状況等に応じて複数名の職員を配置 

○印：1/4～1/2 の職員を目安とし、被災状況等に応じて職員を配置 

◎印：全職員（再任用時短を含む。臨時職員・会計年度任用職員を除く）を配置 

※印：原則として、避難情報判断伝達マニュアルにおいて定める方面隊を配置 
 

≪災害対策部室（災害対応オペレーションルーム）の配備区分≫ 
Ａ ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の指揮本部を設置 
Ｂ ：災害対策部室にて対策部（Ｇ）の一部業務を実施 
情 ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の情報連絡員を若干名配置 
（注）配備区分がない対策部も必要に応じて情報連絡員を配置

本部事務局 統括Ｇ

【危機管理監兼 【(兼)危機管理監兼

危機管理室長】 危機管理室長】 富田まちづくり推進室

【成長戦略本部成長戦略監】 摂津峡周辺整備推進室

【総合政策部理事兼市長室長】 未来パーク整備推進室

デジタル市政改革室

政策法務室

総務課

契約検査課

市長室

広報戦略室

財務戦略室

機動Ｇ

【会計管理者】 選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

職員配備Ｇ 人材戦略室

【(兼)総務部長】 市民課

方面Ｇ みらい創生室

【総合政策部長】 アセットマネジメント推進室

※ ◎

ＩＣＴ基盤維持・復旧Ｇ

【(兼)総合政策部長】

都市づくり推進課

審査指導課

住宅政策課

公共建築課

管理課

道路課

公園課

下水河川企画課

下水河川事業課

歴史にぎわい部 農林緑政課

コミュニティ推進室

∟公民館

図書館

スポーツ振興課

人権・男女共同参画課

市民生活相談課

斎園課

環境政策課

資源循環推進課

清掃業務課

エネルギーセンター

産業振興課

観光シティセールス課

ふるさと寄附金推進センター

将棋のまち推進課

歴史文化財室

芸術文化振興課

行政委員会 農業委員会事務局

税制課

市民税課

資産税課

収納課

地域共生推進室

福祉指導課

長寿介護課

生活福祉総務課

生活福祉支援課

福祉相談支援課

障がい福祉課

国民健康保険課

健康医療政策課

保健衛生課

保健予防課

健康づくり推進課

子ども未来部 子ども保健課

総務企画課

運輸課

総務企画課

給水収納課

管路整備課

浄水管理センター

教育政策課

教育総務課

学校安全課

保健給食課

教育指導課

教職員課

教育センター 情

子ども政策課

保育幼稚園総務課

保育幼稚園事業課

保育幼稚園指導課

子ども家庭みまもりセンター

∟子育て支援課

子ども青少年課

対策部（Ｇ）名 部局名

情報収集体制 警戒体制 第1次防災体制 第2次防災体制

配備区分
災害対策部室

配備区分
配備区分

災害対策部室

配備区分
配備区分

災害対策部室

配備区分
配備区分

災害対策部室

配備区分

△ Ａ △ Ａ ○ Ａ ◎ Ａ

総　務　部

総合政策部

危機管理室危機管理本部

成長戦略本部

会　計　課

△ Ａ △ Ａ ◎ Ａ
行政委員会

総　務　部 △ ◎ 情

総合政策部 △ Ａ △ Ａ ◎ Ａ

◎

情 ◎ 情
△

△ 情 ○

Ｂ

【都市創造部長・技監・建築監】

方面隊・第２方面隊

△総合政策部 ＤＸ戦略室

被害調査部

総　務　部

市民生活対策部

市民共創部

【総務部長】

【市民共創部長】

【歴史にぎわい部長】

復旧部

都市創造部

物資支援対策部

歴史にぎわい部

△

民生･要配慮者対策部

健康福祉部

【健康福祉部理事兼保健所長】

△

医療対策部

健康福祉部
△

【健康福祉部長】

【議会事務局長】

市議会事務局

◎

【児童・生徒安全対策担当：教育次長】

【幼稚園・保育所対策担当：子ども未来部長】

子ども未来部

教育・子ども対策部

教育委員会事務局

△

議会事務局 △ ◎

情 別途配備 情

情△

消火・救助部
消　防　本　部 別途配備 別途配備

【消防長】

給　水　部

水　道　部

輸　送　部

【交通部長】

【水道部長】

交　通　部 △

Ｂ

情

情

情

情

情

情△ ◎

◎ Ａ△ Ａ

△ ◎

△ ◎

◎

△ ◎

△ ◎

別途配備
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配備体制（大規模火災） 

≪配備区分≫ 

△印：被災状況等に応じて複数名の職員を配置 

○印：1/4～1/2 の職員を目安とし、被災状況等に応じて職員を配置 

※印：原則として、避難情報判断伝達マニュアルにおいて定める方面隊を配置 
 

≪災害対策部室（災害対応オペレーションルーム）の配備区分≫ 
Ａ ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の指揮本部を設置 
Ｂ ：災害対策部室にて対策部（Ｇ）の一部業務を実施 
情 ：災害対策部室に対策部（Ｇ）の情報連絡員を若干名配置 
（注）配備区分がない対策部も必要に応じて情報連絡員を配置

本部事務局 統括Ｇ

【危機管理監兼 【(兼)危機管理監兼

危機管理室長】 危機管理室長】 富田まちづくり推進室

【成長戦略本部成長戦略監】 摂津峡周辺整備推進室

【総合政策部理事兼市長室長】 未来パーク整備推進室

　 デジタル市政改革室

政策法務室

総務課

契約検査課

市長室

広報戦略室

財務戦略室

機動Ｇ

【会計管理者】 選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

職員配備Ｇ 人材戦略室

【(兼)総務部長】 市民課

方面Ｇ みらい創生室

【総合政策部長】 アセットマネジメント推進室

※

ＩＣＴ基盤維持・復旧Ｇ

【(兼)総合政策部長】

都市づくり推進課

審査指導課

住宅政策課

公共建築課

管理課

道路課

公園課

下水河川企画課

下水河川事業課

歴史にぎわい部 農林緑政課

コミュニティ推進室

∟公民館

図書館

スポーツ振興課

人権・男女共同参画課

市民生活相談課

斎園課

環境政策課

資源循環推進課

清掃業務課

エネルギーセンター

産業振興課

観光シティセールス課

ふるさと寄附金推進センター

将棋のまち推進課

歴史文化財室

芸術文化振興課

行政委員会 農業委員会事務局

税制課

市民税課

資産税課

収納課

地域共生推進室

福祉指導課

長寿介護課

生活福祉総務課

生活福祉支援課

福祉相談支援課

障がい福祉課

国民健康保険課

健康医療政策課

保健衛生課

保健予防課

健康づくり推進課

子ども未来部 子ども保健課

総務企画課

運輸課

総務企画課

給水収納課

管路整備課

浄水管理センター

教育政策課

教育総務課

学校安全課

保健給食課

教育指導課

教職員課

教育センター

子ども政策課

保育幼稚園総務課

保育幼稚園事業課

保育幼稚園指導課

子ども家庭みまもりセンター

∟子育て支援課

子ども青少年課

配備区分
災害対策部室

配備区分

△ Ａ ○

対策部（Ｇ）名 部局名

警戒体制 第1次防災体制

配備区分
災害対策部室

配備区分

Ａ

総　務　部

総合政策部

危機管理本部 危機管理室

成長戦略本部

総合政策部 △ Ａ △ Ａ

Ａ
行政委員会

総　務　部 △

会　計　課

△ Ａ △

情 ○ 情

方面隊・第２方面隊

総合政策部 ＤＸ戦略室 △

【都市創造部長・技監・建築監】

復旧部

都市創造部
△

市民生活対策部

市民共創部

△ Ａ

【歴史にぎわい部長】

Ａ

物資支援対策部

歴史にぎわい部
△

△

【市民共創部長】

△ 情

被害調査部

総　務　部 △
【総務部長】

【健康福祉部長】

民生･要配慮者対策部

健康福祉部 △

【健康福祉部理事兼保健所長】

情

医療対策部

健康福祉部
△ △

【交通部長】

給　水　部

水　道　部 △ △ 情

輸　送　部
交　通　部 △

別途配備 情 別途配備 情

【水道部長】

消火・救助部
消　防　本　部

【児童・生徒安全対策担当：教育次長】

【幼稚園・保育所対策担当：子ども未来部長】

【消防長】

教育・子ども対策部

教育委員会事務局

市議会事務局
議会事務局 △

【議会事務局長】

子ども未来部

△ △
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方面部の配備等 

（１） 方面隊の地域区分 

    各方面隊の地域区分は次のとおりとする。 

名  称 地           域 

阿武山方面隊 
大字萩谷、萩谷月見台、霊仙寺１・２丁目、大字奈佐原、奈佐原元町、奈佐原
１～４丁目、大和１・２丁目、大字塚原、塚原１～６丁目、上土室１～６丁目、阿
武野１・２丁目、南平台１～５丁目、氷室町５・６丁目 

阿武野方面隊 
氷室町１～４丁目、岡本町、宮田町１～３丁目、郡家本町、郡家新町、今城町、
清福寺町、川西町１・２丁目、朝日町、土室町 

樫田・清水方面隊 

樫田地区全域 
大字原、安岡寺町１～６丁目、松が丘１～４丁目、清水台１・２丁目、宮之川原１
～５丁目、東城山町、黄金の里１丁目、塚脇１～５丁目、西之川原１・２丁目、宮
之川原元町、浦堂１～３丁目、浦堂本町、大蔵司１～３丁目 

芥川・日吉台方面隊 

緑が丘１～３丁目、名神町、真上町１～５丁目、西真上１・２丁目、大字真上、紫
町、殿町、芥川町１～４丁目、南芥川町、白梅町、月見町 
日吉台１～７番町、高見台、芝谷町、真上町６丁目、寺谷町、弥生が丘町、宮
が谷町、成合西の町、花林苑 

磐手方面隊 

古曽部町１～５丁目、別所中の町、別所新町、別所本町、安満新町、安満中の
町、安満東の町、安満西の町、安満北の町、安満御所の町、安満磐手町、山
手町１・２丁目、天神町１・２丁目、奥天神町１～３丁目、八丁畷町、高垣町、成
合中の町、成合北の町、成合東の町、成合南の町、大字成合、紅茸町、美しが
丘１・２丁目、大字川久保、大字下 

五領・北大冠方面隊 

大字神内、神内１・２丁目、梶原１～６丁目、大字萩之庄、萩之庄１～５丁目、
五領町、大字上牧、上牧町１～５丁目、上牧山手町、上牧北駅前町、上牧南
駅前町、東上牧１～３丁目、淀の原町、梶原中村町、井尻１・２丁目、道鵜町１
～６丁目、大字前島、前島１～５丁目、大字鵜殿、大字梶原 
野田１～４丁目、野田東１・２丁目、緑町、松原町、南松原町、千代田町、天王
町、宮野町、東天川１～５丁目、天川町、天川新町、明野町、沢良木町、永楽
町、藤の里町、日向町、須賀町 

南大冠方面隊 
辻子１～３丁目、大冠町１～３丁目、東和町、深沢町１・２丁目、深沢本町、大
塚町１～５丁目、大字大塚、番田１・２丁目、西大樋町、北大樋町、南大樋町、
竹の内町、松川町 

高槻方面隊 
八丁西町、北園町、高槻町、紺屋町、上田辺町、明田町、桜町、城北町１・２丁
目、桃園町、中川町、城西町、野見町、大手町、京口町、上本町、本町、城内
町、出丸町、土橋町、庄所町、南庄所町、高西町、大学町、城東町、八幡町 

桜台方面隊 
城南町１～４丁目、春日町、若松町、西冠１～３丁目、下田部町１・２丁目、登
町、堤町 

如是方面隊 
川西町３丁目、津之江町１～３丁目、津之江北町、東五百住町１・２丁目、如是
町、芝生町１～４丁目 

富田方面隊 
赤大路町、富田丘町、大畑町、幸町、富田町１～６丁目、北昭和台町、昭和台
町１・２丁目、桜ヶ丘北町、桜ヶ丘南町、西五百住町、登美の里町、東五百住町
３丁目 

柳川・三箇牧方面隊 

南総持寺町、北柳川町、柳川町１・２丁目、西町、寿町１～３丁目、栄町１～４
丁目、川添１・２丁目、牧田町、玉川新町 
大字唐崎、唐崎北１～３丁目、唐崎中１～４丁目、唐崎西１・２丁目、唐崎南１～
３丁目、玉川１～４丁目、大字西面、西面北１・２丁目、西面中１・２丁目、西面
南１～４丁目、大字三島江、三島江１～４丁目、三箇牧１・２丁目、柱本１～７丁
目、柱本新町、柱本南町、大字柱本 
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（２） 方面隊区割り図 

 

1 阿武山方面隊（阿武山小学校） 

2 阿武野方面隊（郡家小学校） 

3 樫田・清水方面隊（樫田支所・清水小学校） 

4 芥川・日吉台方面隊（芥川小学校・日吉台小学校） 

5 磐手方面隊（磐手小学校） 

6 五領・北大冠方面隊（五領小学校・北大冠小学校） 

7 南大冠方面隊（冠小学校） 

8 高槻方面隊（桃園小学校） 

9 桜台方面隊（桜台小学校） 

10 如是方面隊（芝生小学校） 

11 富田方面隊（五百住小学校） 

12 柳川・三箇牧方面隊（寿栄小学校・三箇牧小学校） 

（ ）内は基地避難所 
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各対策部（Ｇ）庶務担当課（室） 

対策部（G）名 庶務担当課 

本部事務局  

統括 G 危機管理本部危機管理室 

機動Ｇ 会計課 

職員配備Ｇ 総務部人材戦略室 

方面Ｇ 総合政策部みらい創生室 

ＩＣＴ基盤維持・復旧Ｇ 総合政策部ＤＸ戦略室 

復旧部 都市創造部都市づくり推進課 

市民生活対策部 市民共創部人権・男女共同参画課 

物資支援対策部 歴史にぎわい部観光シティセールス課 

被害調査部 総務部資産税課 

民生・要配慮者対策部 健康福祉部地域共生推進室 

医療対策部 健康福祉部保健所健康医療政策課 

輸送部 交通部総務企画課 

給水部 水道部総務企画課 

消火・救助部 消防本部警防課 

教育・子ども対策部 

教育委員会事務局教育総務課 

子ども未来部子ども政策課 

市議会事務局 議会事務局 
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第 3 広域防災体制 

防災拠点 

区      分 施    設    名 住    所 電  話 

南部総合防災拠点 ・総合スポーツセンター 芝生町 4丁目 

1-1 

677-8200 

国、府、他自治体から配送される救

援物資（食料、物資等）の受援拠点、

市南部地域の避難所等への物資配

布・配送拠点及び災害状況に応じた

総合的な防災活動拠点 

北部総合防災拠点 ・古曽部防災公園 古曽部町3丁目 

15-1 

681-0031 

市北部地域の避難所等への物資配

布・配送拠点及び災害状況に応じた

総合的な防災活動拠点 

ボランティア拠点 ・地域福祉会館 城西町 4-6 674-7494 

災害ボランティアセンター開設時

のボランティアの受付、活動拠点 

・安満遺跡公園 八丁畷町 12-3 648-4725 

   

医療救援拠点 ・高槻中学校・高等学校 

※救護対策本部は保健センター

に設置 

沢良木町 2-5 671-0001 

救護対策本部からの要請による

DMAT 等の医療救護班等の受援拠点 

警察救援拠点 ・大阪医科薬科大学 

さわらぎキャンパス 

沢良木町 2-41 683-1221 

警察災害派遣隊等の受援、駐屯拠点 

消防救援拠点 ・史跡嶋上郡衙跡【集結拠点】 郡家新町 35 な  し 

緊急消防援助隊等の受援、駐屯拠点 
・関西大学高槻キャンパス 霊仙寺町2丁目 

1-1 

690-2161 

自衛隊救援拠点 ・萩谷総合公園 大字萩谷 111-1 699-0700 

自衛隊災害派遣部隊等の受援、駐屯

拠点 

その他救援拠点 ・大阪医科薬科大学 

阿武山キャンパス 

奈佐原 4丁目 

20-1 

690-1000 

公共土木、応急修理、応急仮設、応

急給水等に関する他自治体や公共

インフラ企業等の受援及びその他

救援拠点 

・平安女学院大学大阪高槻キ

ャンパス 

南平台 5丁目 

81-1 

693-2311 

・旧大阪青凌中学校･高等学校 前島 3 丁目 2-1 なし 

・安満遺跡公園駐車場 八丁畷町 12-3 648-4725 
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防災協定 

 

消防相互応援協定一覧 

協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

高槻市・島本町 
消防相互応援協定 

昭和 32 年 11 月 1 日 
再締結 平成 18 年 9 月 1 日 

島本町 災害に対する相互応援 

高槻市・茨木市 
消防相互応援協定 

昭和 40 年 6 月 1 日 
再締結 平成 22 年 2 月 1 日 

茨木市 災害に対する相互応援 

大阪府北ブロック 
消防相互応援協定 

昭和 40 年 6 月 22 日 

枚方市･寝屋川市･守口市･門真
市･吹田市･大東市･四條畷市･交
野市･摂津市･茨木市･島本町･枚
方寝屋川消防組合･守口市門真
市消防組合 

火災・救急事故に対す
る相互応援 

大阪市・高槻市 
航空消防応援協定 

昭和 45 年 10 月 1 日 
再締結 平成 22 年 4 月 1 日 

大阪市 
回転翼航空機による消
防業務の相互応援 

名神高速道路消防応援協定 
昭和 51 年 3 月 18 日 
再締結 平成 18 年 7 月 1 日 

茨木市・島本町･京都市・乙訓消
防組合・大津市・湖南広域行政
組合 

名神高速道路の火災・
救急事故等に対する相
互応援 

名神高速道路における高槻市
と乙訓消防組合の消防相互応
援協定 

昭和 55 年 11 月 4 日 
再締結 平成 18 年 9 月 1 日 

乙訓消防組合 
名神高速道路の火災・
救急事故等に対する相
互応援 

京都中部広域消防組合・高槻
市・亀岡市消防相互応援協定 

昭和 59 年 3 月 31 日 
再締結 平成 19 年 2 月 1 日 

京都中部広域消防組合・亀岡市 
指定地域の水火災･救
急事故･救助事故に対
する相互応援 

高槻市・京都市 
消防相互応援協定 

昭和 62 年 9 月 24 日 
再締結 平成 18 年 7 月 1 日 

京都市 
水火災･救急事故･救助
事故に対する相互応援 

大阪府下広域消防相互応援協定 
昭和 63 年 9 月 1 日 
再締結 平成 27 年 9 月 1 日 

大阪府下 28 市町村 
5 組合 

大規模災害等に対する
相互応援 

救急医療相談業務に係る応援協定 
平成 22 年 12 月 1 日 
再締結 平成 23 年 4 月 1 日 

大阪市 
救急医療相談業務の
応援 

新名神高速道路（高槻市～川
西市）消防相互応援協定 

平成 29 年 12 月 6 日 茨木市・箕面市・池田市・川西市 
新名神高速道路の火
災・救急事故・救助事
故等に対する相互応援 

水道相互応援協定一覧 

協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

上水道事業相互応援に関する覚書 昭和 56 年 9 月 1 日 
池田市・摂津市・島本町・豊
能町・能勢町・豊中市・吹田
市・茨木市・箕面市 

災害時の人員・
資 機 材 等 の 相
互応援 

災害等における緊急時の協力に関する協定 平成 24 年 4 月 10 日 第一環境株式会社 
災 害 時 の 給 水
活動の支援等 

大阪府域の水道災害における情報共有及
び支援に関する協定 

令和 6 年 4 月 26 日 
大阪府・府内全ての市町水
道事業体・大阪広域水道企
業団 

災 害 時 の 相 互
応援 

災害等発生時における応急対策活動への
応援に関する協定 

令和 7 年 9 月 1 日 高槻市災害復旧協力会 

応 急 給水 並 び
に 応 急 復 旧 に
係 る 人 員 及 び
資 機 材 等 の 応
援 

災害時相互応援協定一覧（国・府・市町村等） 

協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

中核市災害相互応援協定 平成 15 年 9 月 1 日 中核市 災害時の相互応援 

一般廃棄物処理に係る相互支援協定 平成 23 年 3 月 25 日 枚方市 
一般廃棄物処理
に係る相互支援 

全国青年市長会災害相互応援に関する要綱 
平成 23 年 5 月 27 日
(加盟) 

会員市 災害時の相互応援 

災害相互応援協定 平成 23 年 10 月 7 日 武雄市 災害時の相互応援 

災害時相互応援に関する協定 平成 25 年 4 月 26 日 益田市・若狭町 災害時の相互応援 

三島地域災害時相互応援に関する協定 平成 25 年 9 月 1 日 吹田市・茨木市・摂津市・島本町 災害時の相互応援 
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協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

災害時相互応援に関する協定 平成 26 年 2 月 26 日 真庭市 災害時の相互応援 
災害時等の応援に関する申し合わせ 平成 26 年 8 月 11 日 国土交通省近畿地方整備局 災害時の応援 

災害時相互応援に関する協定 平成 27 年 2 月 3 日 亀岡市 災害時の相互応援 

北摂地域における災害等廃棄物の処理に係る
相互支援協定 

平成 27 年 7 月 1 日 

豊中市・池田市・吹田市・茨木
市・箕面市・摂津市・島本町・能
勢町・豊能町・豊中市伊丹市ク
リーンランド管理者・猪名川上
流広域ごみ処理施設組合 

災害等廃棄物の
処理に係る相互
支援 

淀川右岸流域下水道高槻水みらいセンター周
辺緑地の高槻市広域避難地としての利用に関
する協定 

平成 28 年 2 月 4 日 大阪府北部流域下水道事務所 
施設周辺緑地の
広域避難地として
の利用 

大規模災害時における農業用水を活用した防
災活動に関する協定 

平成 28 年 3 月 24 日 
大阪府北部農と緑の総合事務
所・神安土地改良区・茨木市・
摂津市 

災害時の農業用
水を活用した防災
活動 

平成 28 年 11 月 14 日 
大阪府北部農と緑の総合事務
所・高槻市東部土地改良区・島
本町 

高槻市と明日香村との包括連携協定 平成 28 年 5 月 17 日 
奈良県明日香村 

災害時の相互応
援等 災害時相互応援に関する覚書 平成 28 年 8 月 1 日 

高槻市と木津川市との包括連携協定 令和元年 8 月 22 日 京都府木津川市 
災害時の相互応
援等 

高槻市と八女市との包括連携協定 
令和 2 年 2 月 1 日 福岡県八女市 

災害時の相互応
援等 災害時相互応援に関する覚書 

地理空間情報の活用促進のための協力に関
する協定 

令和 2 年 7 月 2 日 国土交通省国土地理院 
地理空間情報等
の相互提供 

物資の提供に関する協定一覧 

協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 7 年 7 月 11 日 
株式会社ニチレイフーズ関
西工場 

災害時の応急物資の
供給 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 7 年 7 月 11 日 丸大食品株式会社 
災害時の応急物資の
供給 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 7 年 7 月 11 日 株式会社ダイキョウ 
災害時の応急物資の
供給 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 7 年 7 月 17 日 株式会社明治大阪工場 
災害時の応急物資の
供給 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 7 年 7 月 17 日 
JA 全農青果センター株式会社 
西日本事業部大阪センター 

災害時の応急物資の
供給 

災害時における応急物資の供給に関する協定 平成 13 年 2 月 13 日 高槻市農業協同組合 
災害時の応急物資の
供給 

災害時及び平常時における防災活動への協
力に関する協定 

平成 19 年 9 月 1 日 
イオンリテール株式会社西
日本カンパニー 

災害時の物資等の供
給 

災害時における生活物資の供給協力に関する協定 平成 25 年 3 月 27 日 株式会社カインズ 
災害時の生活物資の
供給 

災害時における物資の供給協力に関する協定 平成 28 年 10 月 28 日 株式会社阪急ベーカリー 
災害時の応急物資の
供給 

災害時における物資の供給協力に関する協定 平成 29 年 2 月 27 日 一冨士ケータリング株式会社 
災害時の応急物資の
供給 

災害発生時における応急生活物資の供給に
関する協定 

令和元年 8 月 5 日 
セッツカートン株式会社・J
パックス株式会社 

災害時の応急物資の
供給 

災害時における車両貸出し及び給電等に関
する協定 

令和 2 年 10 月 2 日 

トヨタ新大阪販売ホールデ
ィングス株式会社・大阪トヨ
タ North 株式会社・大阪トヨ
ペット株式会社 

災害時における物資
の供給協力 

災害等発生時におけるレンタル資機材の提供
等に関する協定 

令和 5 年 1 月 10 日 
株式会社ダスキン訪販グル 
ープ営業本部近畿地域本部 

災害時におけるレン
タル資機材及び衛生
サービスの優先提供 

災害時におけるキッチンカーによる物資の供
給等に関する協定 

令和 5 年 1 月 16 日 
関西移動販売車組合（株式
会社メルカート） 

災害時におけるキッ
チンカーによる物資
の供給協力 
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協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

災害時における物資の輸送に関する協定 令和 5 年 9 月 14 日 
一般社団法人 大阪府トラ
ック協会 河北支部 東三島
輸送協議会 

災害時における物資
の輸送 

災害時における物資の供給等に関する協定 令和 6 年 2 月 2 日 
パナソニックホールディング
ス株式会社 

災害時における物資
の供給協力 

災害時における物資の輸送等に関する協定 令和 6 年 7 月 3 日 

一般社団法人 ＡＺ-ＣＯＭ
丸和・支援ネットワーク、株
式会社関西丸和ロジスティ
クス 

災害時における物資
の輸送協力 

災害時における物資の供給に関する協定 令和 6 年 10 月 31 日 コーナン商事株式会社 
災害時における物資
の供給協力 

災害時における物資の供給協力に関する協定 令和 6 年 11 月 5 日 
スギホールディングス株式
会社 

災害時における物資
の供給協力 

その他協定一覧 

協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

高槻市と京都市の災害通信連絡に関する協定 昭和 43 年 7 月 30 日 京都市 
指定地域の水火災・
救急事故等の連絡 

摂津市と高槻市の災害通信連絡に関する協定 昭和 55 年 2 月 1 日 摂津市 
指定地域の火災・救
急事故等の連絡 

大規模災害時における応急対策業務に関す
る協定 

平成 19 年 8 月 10 日 
高槻市土木建設事業協同
組合 

災害時の建設資機材
等の応援 

平成 19 年 8 月 10 日 三島建設事業協同組合 

平成 19 年 12 月 4 日 
北摂建設業協同組合高槻
支部 

災害時における応急対策業務に関する協定 
平成 25 年 8 月 14 日 中央砕石株式会社 災害時の建設資機材

等の応援 平成 25 年 9 月 19 日 高槻砕石株式会社 

災害時における応急対策業務に関する協定 平成 21 年 1 月 6 日 高槻造園緑化協同組合 
災害時の造園建設資
機材等の応援 

安全・安心のまちづくりに関する協定 平成 22 年 3 月 29 日 関西大学 
災害時の避難場所の
提供等 

アマチュア無線による災害時の情報収集・伝
達に関する協定 

平成 22 年 3 月 31 日 高槻アマチュア無線クラブ 
災害時の通信活動の
応援 

災害時等における緊急放送に関する協定 平成 24 年 11 月 19 日 
株式会社ジェイコムウエスト
高槻局・株式会社ジュピタ
ーテレコム 

災害情報の周知 

災害時の医療救護に関する協定 平成 25 年 7 月 30 日 

一般社団法人高槻市医師
会・一般社団法人高槻市歯
科医師会・一般社団法人高
槻市薬剤師会 

災害時の医療救護活
動 

大規模災害等発生時における帰宅困難者対
応に関する覚書 

平成 26 年 1 月 21 日 
西日本旅客鉄道株式会社
近畿統括本部京都支社 

災害時の帰宅困難者
対応 

災害緊急放送の再送信に関する覚書 平成 26 年 4 月 25 日 
株式会社ジェイコムウエスト
高槻局 

災害情報の周知 

災害時における一時的な避難場所の提供に
関する協定 

平成 27 年 2 月 1 日 東洋メビウス株式会社 
災害時の避難場所の
提供 

高槻市災害ボランティアセンターの設置等に
関する協定 

平成 27 年 6 月 15 日 高槻市社会福祉協議会 
災害ボランティアセン
ターの設置・運営 

災害時における排水施設の応急対策の協力
に関する協定 

平成 27 年 11 月 10 日 株式会社酉島製作所 
災害時のにおける排
水機場・雨水ポンプ
の応急対策 

災害時における帰宅困難者の受入れ等に関
する協定書 

平成 28 年 7 月 5 日 真如苑 
災害時の帰宅困難者
の受入れ等 

災害時における畳の提供に関する協定 平成 29 年 3 月 22 日 
「５日で５０００枚の約束。」 
プロジェクト実行委員会 

災害時の畳の提供 

災害時におけるレンタル資機材等の優先提供
に関する協定 

平成 29 年 7 月 13 日 
西松建設株式会社関西支
店・株式会社アクティオ関
西支店 

災害時のレンタル資
機材等の優先提供 

災害時における葬祭用品の供給並びに遺体
の安置・搬送等に関する協定 

平成 29 年 7 月 20 日 大阪葬祭事業協同組合 
災害時の葬祭用品の
供給並びに遺体の安
置及び搬送 
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協定名 締結年月日 協定相手先 協定内容 

災害発生時における支援協力に関する協定書 平成 29 年 10 月 31 日 
大阪土地家屋調査士会三
島支部 

災害時の土地・建物
の被害認定調査等の
支援協力 

災害時における復旧支援協力に関する協定 平成 30 年 2 月 1 日 
公益社団法人日本下水道
管路管理業協会 

下水道管路施設の応
急復旧 

災害時における施設の使用に関する協定 平成 31 年 2 月 15 日 
阪急阪神リート投資法人・コ
ーナン商事株式会社 

災害時の避難場所等
の提供 

包括連携に関する協定 平成 31 年 3 月 19 日 佐川急便株式会社 
防災に関する相互連
携 

災害時における応急対策業務等に関する協定 平成 31 年 3 月 29 日 明豊工建株式会社他 
災害時の公共土木施
設の応急対策 

災害に係る情報発信等に関する協定 令和元年 7 月 25 日 ＬＩＮＥヤフー株式会社 災害情報の周知 

災害時における協力・連携に関する覚書 令和 2 年 3 月 31 日 
大阪ガスネットワーク株式
会社北東部事業部 

災害時の復旧・資機
材提供等 

大規模災害時における応急対策業務に関す
る協定 

令和 2 年 10 月 29 日 大昭工業株式会社 

災害時の応急対策及
び 復 旧 業 務 の 応 援
(建築) 

令和 2 年 10 月 30 日 株式会社橋本工務店 

令和 2 年 10 月 30 日 株式会社小阪工務店 

令和 2 年 10 月 30 日 阿佐建築工務株式会社 

令和 2 年 11 月 2 日 相互住宅株式会社 

令和 2 年 11 月 5 日 株式会社前田組 

災害時における帰宅困難者の受入れ等に関
する協定 

令和 2 年 11 月 16 日 株式会社明治 大阪工場 帰宅困難者の受入 

災害時における帰宅困難者等の受入れ等に
関する協定 

令和 2 年 11 月 26 日 
株式会社アベストコーポレ
ーション 

帰宅困難者等の受入 

災害時における高槻市と日本郵便株式会社と
の相互協力に関する覚書 

令和 3 年 3 月 19 日 日本郵便株式会社 災害時の相互応援 

災害時における緊急交通路の確保及び停電
復旧に支障となる障害物等の移動等に関する
覚書 

令和 3 年 12 月 14 日 
関西電力送配電株式会社
大阪北本部・関西電力送配
電株式会社京都本部 

災害時における緊急
交通路の確保及び停
電復旧に支障となる
障害物等の移動等 

災害発生時における支援協力に関する協定 令和 4 年 4 月 1 日 
大阪土地家屋調査士会北
摂支部 

災 害 時 に お け る 土
地・建物の被害認定
調査等の支援協力 

災害時における帰宅困難者の受入れ等に関
する協定 

令和 4 年 11 月 18 日 太陽ファルマテック株式会社 帰宅困難者等の受入 

大規模災害等発生時の駅間停車列車の旅客
避難に関する覚書 

令和 4 年 12 月 1 日 
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 
関西支社 

災害時の相互応援 

災害時における維持管理委託施設の応急対
策等に関する協定 

令和 5 年 9 月 29 日 アイテック株式会社高槻支店 
災害時の排水機場等
の応急対策 

高槻市・日本下水道事業団災害支援協定 令和 5 年 10 月 1 日 日本下水道事業団 
災害時の下水道施設
の維持・修繕等 

大規模災害時における応急対策業務に関す
る協定 

令和 6 年 1 月 16 日 株式会社ブルービルド 
災害時の応急対策及
び 復 旧 業 務 の 応 援
(建築) 

災害時における山間地域等の応急対策業務
に関する協定 

令和 6 年 10 月 29 日 大阪府森林組合 
山間地域等の応急対
策業務 

大規模災害時における応急対策業務に関す
る協定 

令和 7 年 9 月 9 日 大伸開発株式会社 
災害時の応急対策及
び 復 旧 業 務 の 応 援
(建築) 

その他 

名   称 根 拠 等 対   象 

緊急消防援助隊 消防組織法第 45 条 災害発生都道府県 大規模災害等 

国際消防救助隊 国際緊急援助隊の派遣に関する法律 災害発生国 大規模災害等 
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第 4 緊急物資確保対策 

給水体制 

給水拠点及び飲料水兼用耐震性貯水槽等 令和 8年 1月現在 

(1)給水拠点               (2)飲料水兼用耐震性貯水槽 

 大冠浄水場   西 冠 三 丁 目 47 番 1 号    高槻城公園   城 内 町 3 

 清水受水場   大蔵司二丁目 51 番 2 号    芝谷町中央公園   芝 谷 町 4 

 奈佐原受水場   氷室町五丁目 10 番 1 号    古曽部防災公園   古曽部町三丁目 15 番 1 号 

 阿武野配水池   奈佐原二丁目 10 番 1 号    総合ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ   芝 生 町 四 丁 目 1 

 日吉台配水池   日吉台三番町 67 番地 2    安満遺跡公園   八 丁 畷 町 1 2 

 阿武山配水池   大 字 奈 佐 原 9 5 6 番 5     

 城山第一配水池   清水台一丁目 25 番 1 号   

 

 

 

浄水場等 令和 7年 3月現在 

浄水場名 所  在  地 水源種別等 給水区域 容  量 備   考 

大冠浄水場 西冠三丁目 47－1 

深井戸 

14 本 

企業団 

市内南部（唐崎、

三箇牧、芝生、柱

本方面、檜尾川以

西、府道茨木高槻

線以南） 

配水池 

20,625

㎥ 

給水拠点 

停電時には、

自家発電で 

運転可能 

樫田浄水場 大字中畑小字高野 13 番地 5 表流水 樫田地区 
浄水池 

66.3 ㎥ 
  

川久保浄水場 大字川久保 247 番地 2 表流水 川久保地区 
配水池 

87.5 ㎥ 
  

＊企業団は大阪広域水道企業団の略  

貯水量 各 100 ㎥ 飲用及び消火用 

※安満遺跡公園設置分は 200 ㎥ 

震災時は、次により開放される。 

 飲 用：（水道部）職員 消火用：消防団員 
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受水場及び配水池等 令和 8年 1月現在 

配水池名 所在地 池数 容量 系     統 備  考 

日吉台配水池 日吉台三番町 67 番地 2 3 7,200 ㎥ 清水受水場より送水 給水拠点 

城山第 1 配水池 清水台一丁目 25 番 1 号 2 4,000 ㎥ 清水受水場より送水 給水拠点 

摂津峡配水池 大字原 3 番地 1 3 200 ㎥ 摂津峡中継ポンプ場より送水   

萩谷低区配水池 大字萩谷 224 番地 4 2 90 ㎥ 萩谷中継ポンプ場より送水   

萩谷高区配水池 大字萩谷 1372 番地 2 2 50 ㎥ 萩谷低区配水池より送水   

奈佐原受水場 氷室町五丁目 10 番 1 号 1 10,000 ㎥ 企業団より直接送水 給水拠点 

大和第 1 配水池 大和二丁目 3 番 6 号 2 231 ㎥ 阿武山配水池より受水   

大和第 2 配水池 大字奈佐原地内 2 72 ㎥ 大和第 1 配水池より送水   

阿武山配水池 大字奈佐原 956 番地 5 2 4,500 ㎥ 奈佐原受水場より送水 給水拠点 

清水受水場 大蔵司二丁目 51 番 2 号 1 5,000 ㎥ 企業団より直接送水 給水拠点 

樫田配水池 大字中畑小字大門 24番地 2 4 578 ㎥ 樫田浄水場より送水   

阿武野配水池 奈佐原二丁目 10 番 1 号 2 10,000 ㎥ 奈佐原受水場より送水 給水拠点 

摂津峡中継ポンプ場 塚脇五丁目 2364 番地 1 2 70 ㎥ 阿武野配水池より受水   

萩谷中継ポンプ場 霊仙寺町二丁目 156 番地 4 2 50 ㎥ 摂津峡配水池より受水   

五領受水場 上牧町三丁目 1 番 5 号 - - 企業団より直接送水 貯留機能なし 

※企業団は大阪広域水道企業団の略 
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給水資機材一覧 

 給水容器類                            令和 7年 3月現在 

容     器 数     量 保 管 場 所 

 加圧式給水車 3.0t 1 台 

計 10 台 

水道部 

 給水タンク 1.5t 5 台 水道部 

 給水タンク 1.0t 2 台 
水道部 

 給水タンク 0.5t 2 台 

 ポリ容器 10L 350 個 計 350 個 水道部 

 給水袋 6L 10,000 袋 計 10,000 袋 水道部、給水拠点 
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災害時の確保水量 

令和 8 年 1 月現在 

地震災害時における確保水量 

高槻市水道部施設 

 給水拠点   水   量  

 大 冠 浄 水 場   6,800 ｍ3  

 清 水 受 水 場   1,600 ｍ3  

 奈 佐 原 受 水 場   3,300 ｍ3  

 阿 武 野 配 水 池   1,600 ｍ3  

 日 吉 台 配 水 池   1,400 ｍ3  

 阿 武 山 配 水 池   600 ｍ3  

 城 山 第 １ 配 水 池   600 ｍ3  

 小    計   15,900 ｍ3  

 

風水害時における確保水量 

 停電時における非常用飲料水の確保水量 

（１）給水拠点 7 箇所で確保できる水量 

15,900 ｍ3 

 

給水人口 350,000 人、１日１人当たり 3Ｌ使用するとした場合 

350,000 人×3Ｌ＝1,050ｍ3／日 

15,900ｍ3÷1,050ｍ3／日＝約 15 日分 

※残留塩素濃度低下の度合いにより、飲料水として利用できる期間は異なる。 

  

 なお、大阪広域水道企業団が高槻市内に設置しているポンプ場や、浄水池に設けられてい

る給水拠点は以下のとおりである。（ただし、大阪広域水道企業団の職員が対応）  

大阪広域水道企業団水道施設 

 給水拠点   水  量  

 高 槻 ポ ン プ 場   52,666 ｍ3  

 郡 家 ポ ン プ 場   20,346 ｍ3  

 奈 佐 原 浄 水 池   32,876 ｍ3  

 

（２）自家発電による浄水処理における水量 

17,300ｍ3／日 

（350,000 人に対して 1人 1 日 49Ｌの生活用水に相当。場内井戸 7 本による。） 
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食料・生活必需品の確保 

大阪府域救援物資対策協議会の「大規模災害時における救援物資に関する今後の備蓄方針につい
て」に基づく救援物資必要量（重点 11品目） 
※府が実施した有馬高槻断層帯地震の被害想定における高槻市の避難所生活者数：60,409 人 

1 重点 11 品目の算出式祷 全体備蓄量 

府市
分担 
府：
市 

市の必要備蓄量 
高槻市の 

備蓄方針等 

① 

アルファ化米等 
  避難所生活者数×3 食×1.2 により算出した数量 
※1.2 という係数は、避難所生活者以外の食料需要
を想定したもの 

217,473 (食) 1：1 108,737  (食) 

必要備蓄量
の 1/4 ずつ
毎年更新 

② 
高齢者食 
 上記で算出した数量のうち、5%（80 歳以上人口比
率）を高齢者食とする。 

10,874 (食) 1：1 5,437  (食) 

必要備蓄量
の 1/4 ずつ
毎年更新 

③ 

粉ミルク（育児用調整粉乳） 
 避難所生活者数×1.6％（0～1 歳人口比率）×70％
（人工授乳率）×130ｇ/人/日 
又は液体ミルク 

避難所生活者数×1.6％（0～1歳人口比率）×70％
（人工授乳率）×1 リットル/人/日 

87,956 (ℊ・日) 1：1 43,978 (ℊ・日) 

液体ミルク
は 全 体 の
10％ 
賞味期限に
より毎年更
新 

④ 
哺乳瓶 
 避難所生活者数×1.6％（0～1 歳人口比率）×70％
（人工授乳率）×1 本/人 

677 (本) 
市単
独 

677  (本)   

⑤ 
毛 布（保温用資材） 
 避難所生活者数×必要枚数 2 枚/人  ※保温用
資材の例：アルミブランケット（シート）等 

120,818 (枚) 1：1 60,409  (枚) 

1 枚目は毛
布（スペー
ス 確保の
ため真空パ
ック）、2 枚
目はアルミ
シート 

⑥ 
乳児・小児用おむつ 

避難所生活者数×2.5％(0～2 歳人口比率)×8 枚 
/人/日 

12,082 (枚) 1：1 6,041 (枚) 

年齢・体重
に応じた数
サイズを選
定 

⑦ 
大人用おむつ 

避難所生活者数×必要者割合 0.005×8 枚/人/日 
2,417 (枚) 1：1 1,209 (枚)  

⑧ 

簡易トイレ 
  避難所生活者数×0.02 
※避難所生活者数 50 人に 1 基、市はボックス型（マ
ンホールトイレ等含む）、府は調達を含め組立式等
をそれぞれ確保する 

1,209 (基) 1：1 605  (基) 

トイレテン
ト・汚物処
理セットを
併せて整備 
このほか、
「高槻市災
害用トイレ
基本方針」
に基づきマ
ンホールト
イレを整備 

⑨ 

生理用品 
避難所生活者数×48％（12～51 歳人口比率）× 

52％（12～51 歳女性人口比率）×5/32（月経周期） 
×5 枚/人/日 

11,780 (枚) 1：1 5,890  (枚)  

⑩ 

トイレットペーパー 
 避難所生活者数×7.5m/人/日 
※NPO 緊急災害備蓄推進協議会（経済産業省推奨）
によると 4 人家族で 150m 巻き 6 ロールを約 1 か月
分としている。150m×6 ロール÷4 人÷30 日＝7.5m/
人/日 

453,068 （ｍ） 1：1 226,534 （ｍ） 

汚物処理セ
ットとして
備蓄 

⑪ 
マスク 
 避難所生活者数 

60,409 (枚) 1：1 30,205 (枚) 

総数として
避難所生活
者 数
（ 60,409
人）×3日分
＋ 12 万枚
（職員用）
で計 30 万
枚 
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2 その他の備蓄物資確保の基準について 全体備蓄量 

府市
分担
府：
市 

市の必要 
備蓄量 

高槻市の 
備蓄方針 

① 

簡易ベッド 
避難所生活者数×要支援者率 6%×現物備蓄 50% 

※要支援者率は（要支援者数/人口） 
※調達備蓄 50% 

1,813 (台) 1：1 907  (台)  

② 

パーティション 
避難所生活者数×要支援者率 6%×現物備蓄 50% 

※要支援者率は（要支援者数/人口） 
※調達備蓄 50% 

1,813 (台) 1：1 907  (台)  

③ 

ブルーシート 
南海トラフ巨大地震想定半壊家屋数（9,294 棟）

×現物備蓄 80% 
※調達備蓄 20% 

7,436 (枚) 1：7 6,506 (枚)  
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建設型応急住宅の建設 

 

応急仮設住宅については、既存住宅ストックの活用を重視し、公営住宅等の一時提供及び賃貸型応

急住宅での対応を基本とするが、必要に応じて建設型応急住宅の設置も検討する。 

 

建設型応急住宅の計画用地については、市所有の公有地での検討を行う。 

                 令和 8年 1月現在 

建設場所 対象敷地面積 単位 敷地占用面積 単位 計画戸数 単位 

都市計画公園 1,007,600.00 ㎡ 56,340.00 ㎡ 445 戸 

都市公園 316,873.00 ㎡ 32,737.00 ㎡ 165 戸 

総合ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ管理施設 59,805.00 ㎡ 37,500.00 ㎡ 520 戸 

小  計 1,384,278.00 ㎡ 126,577.00 ㎡ 1,130 戸 

 

市所有の公有地のほかにも府と十分調整した上で、国、府所有の公有地等での検討も行う。 

 

学校用地については、学校運営に大きな影響があることから極力さけることとし、やむを得ない場

合にのみ利用を検討することとする。 

 

令和 8年 1月現在 

建設場所 対象敷地面積 単位 敷地占用面積 単位 計画戸数 単位 

学校 589,900.00 ㎡ 226,920.00 ㎡ 3,605 戸 
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高槻市災害用備蓄倉庫及び備蓄物品一覧 

               令和 8年 4 月現在 

 施 設 名 配 置 場 所  施 設 名 配 置 場 所 

 南 大 冠 小 学 校 北 校 舎 ３ 階  第 一 中 学 校 北 校 舎 １ 階 

 郡 家 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  第 二 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 清 水 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  第 四 中 学 校 南 校 舎 １ 階 

 芥 川 小 学 校 体 育 館 南 側 倉 庫  第 七 中 学 校 北 校 舎 ４ 階 

 日 吉 台 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  第 九 中 学 校 南 校 舎 １ 階 

 磐 手 小 学 校 北 校 舎 １ 階  第 十 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 五 領 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  柳 川 中 学 校 北 校 舎 ２ 階 

 北 大 冠 小 学 校 南 校 舎 ３ 階  阿 武 野 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 冠 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  城 南 中 学 校 北 校 舎 ３ 階 

 高 槻 小 学 校 北校舎２階・プレハブ倉庫  冠 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 桜 台 小 学 校 北 校 舎 ３ 階  芝 谷 中 学 校 北 校 舎 １ 階 

 芝 生 小 学 校 北 校 舎 ２ 階  第 三 中 学 校 北 校 舎 ３ 階 

 五 百 住 小 学 校 校 舎 ３ 階  第 六 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 寿 栄 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫  第 八 中 学 校 南 校 舎 １ 階 

 三 箇 牧 小 学 校 北 校 舎 ４ 階  如 是 中 学 校 西 校 舎 １ 階 

 南 平 台 小 学 校 体育館棟クラブハウス  松 原 小 学 校 南 校 舎 １ 階 

 富 田 小 学 校 南 校 舎 ４ 階  川 西 中 学 校 校 舎 ２ 階 

 西 大 冠 小 学 校 北 校 舎 ４ 階  川 西 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 柳 川 小 学 校 北 校 舎 ４ 階  竹 の 内 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 上 牧 小 学 校 南 校 舎 ４ 階  丸 橋 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 北 清 水 小 学 校 南 校 舎 １ 階  奥 坂 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 柱 本 小 学 校 南 校 舎 ４ 階  北 日 吉 台 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 如 是 小 学 校 北 校 舎 １ 階  桃 園 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 阿 武 野 小 学 校 南 校 舎 １ 階  土 室 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 大 冠 小 学 校 北 校 舎 ３ 階  真 上 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 玉 川 小 学 校 南 校 舎 ３ 階  阿 武 山 小 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 赤 大 路 小 学 校 北 校 舎 １ 階  五 領 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 津 之 江 小 学 校 校 舎 ４ 階  阿 武 山 中 学 校 プ レ ハ ブ 倉 庫 

 安 岡 寺 小 学 校 旧浄化槽倉庫の一部 ○集  高槻市総合センター 地下 1 階防災倉庫 

 樫田小学校（支所） プ レ ハ ブ 倉 庫 ○集  古 曽 部 防 災 公 園 備 蓄 倉 庫 

 若 松 小 学 校 北 校 舎 １ 階 ○集  安 満 遺 跡 公 園 備 蓄 倉 庫 

○集  元障がい福祉課倉庫 旧 か し の 木 園 ○集  消防磐手分署地下倉庫 地 下 １ 階 

○集  高槻城公園芸術文化劇場 南 館 １ 階    

 

[備蓄物品] 

ア ル フ ァ 化 米 、 救 急 セ ッ ト 、 寝 袋 、 長 靴 、 レ イ ン コ ー ト 、 バ ー ル 、 の こ ぎ り 、 つ る は し 、 

ス コ ッ プ 、 な た 、 チ ェ ー ン ブ ロ ッ ク 、 グ リ ッ パ ー 、 大 ハ ン マ ー 、 か け や 、 バ ケ ツ 、 ガ ソ リ ン 缶 、 脚 立 、 

ト ラ ロ ー プ 、 グ ラ ン ドシ ート 、 ヘ ル メ ッ ト 、 綿 ひも 、鉄 く い 、 投 光 器 、 コ ード リー ル 、 ラ ジ オ 、 ラ イ ト、 

ラ ン タ ン 、 真 空 パ ッ ク毛 布、 担 架 、 折 畳 式 リ ヤ カー 、ツ ー ル ボ ッ ク ス 、 ジ ャッ キ、 二 連 は し ご 、 発 電 機、 

ワ ン タ ッ チ テ ン ト 、 ト ラ ン シ ー バ ー 、 メ ガ ホ ン 、 消 火 用 組 立 水 槽 、 簡 易 ト イ レ 、 ト イ レ テ ン ト 、 

汚 物 処 理 セ ッ ト （ ト イ レ ッ ト ペ ー パ ー 含 む ）、 水 、 プ ロ パ ン ガ ス 、 排 水 用 水 中 ポ ン プ 、 鍋 、 ひ し ゃ く 、 

チ ャ ッ カ ラ イ タ ー 、 モ ニ タ ー 、 避 難 所 開 設 中 標 識 、 組 立 式 簡 易 貯 水 槽 、 紙 皿 、 ホ イ ッ ス ル 、 ラ ッ プ 、 

マ ン ホ ー ル ト イ レ 一 式 、 体 温 計 、 手 指 消 毒 液 、 ○芸 フ ェ イ ス シ ー ル ド 、 ○総 ス リ ッ パ 、 

○古 生 理 用 品 、 ○芸 マ ス ク 、 ○芸 ガ ウ ン 、 ○古 乳 児 ・ 小 児 用 お む つ 、 ○古 大 人 用 お む つ 、 ○古 哺 乳 瓶 、 

○古粉ミルク、○総高齢者食、○障ダンボールベッド、○障パーティション、○障大型扇風機、○障○磐ブルーシート 

○総高槻市総合センター地下１階、○古古曽部防災公園備蓄倉庫、○安安満遺跡公園備蓄倉庫 

○障元障がい福祉課倉庫（旧かしのき園）、○磐消防磐手分署地下倉庫、○芸高槻城公園芸術文化劇場に集中備蓄 
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大阪府災害用備蓄物資一覧 

令和 7 年 3 月現在 

品   名 
備蓄物資 

合  計 
北部拠点 中部拠点 南部拠点 府民ｾﾝﾀｰ等 備 考 

重
要
物
資 

煮炊不要食等食糧 1,334,018 食 125,158 食 785,340 食 263,020 食 160,500 食  

毛布 886,315 枚 110,600 枚 634,095 枚 132,640 枚 8,980 枚  

哺乳瓶 4,230 本 1,201 本 1,632 本 1,397 本 0 本  

紙おむつ 383,707 枚 27,416 枚 263,027 枚 70,216 枚 23,048 枚  

トイレットペーパー 9,914,400 m 924,000 m 7,070,400 m 1,785,600 m 134,400 m  

生理用品 274,350 枚 7,740 枚 226,290 枚 15,480 枚 24,840 枚  

マスク 1,816,700 枚 88,100 枚 1,550,400 枚 176,200 枚 2,000 枚  

簡易トイレ 2,057 基 450 基 1,197 基 400 基 10 基 
※不足分は 

協定先から調達 

粉ミルク 1,925,400 g メーカー側ランニングストック（森永乳業、雪印ビーンスターク、アサヒグループ食品）  

ペットボトル水 73,440 本 0 本 73,440 本 0 本 0 本  

移動式仮設風呂 3 基 1 基 1 基 1 基 0 基  

パーティション 2,930 張 2,197 張 553 張 180 張 0 張  

簡易ベッド 2,852 台 2,342 台 410 台 100 台 0 台  

ブルーシート 9,700 枚 6,200 枚 2,000 枚 1,500 枚 0 枚  

かにパン 2,760 袋 メーカー側ランニングストック 三立製菓㈱  

 

○調達対応                                令和7年3月現在 

精    米 

（６ 社） 

災害救助用精米の保管及び供給等の協力に関する協定 

（㈱大阪第一食糧・幸南食糧㈱・幸福米穀㈱・㈱丸三・ 

㈱勝山商店・津田物産㈱） 

倉庫保管料を負担し確保 6 食分相当 

災害用医療物資 

確 保・供 給 

災害用医療物資確保・供給業務を委託 

府内災害拠点病院 
推定入院患者の 3 日分 

災害用医薬品等 

備 蓄・供 給 

災害用医薬品等備蓄・供給業務を委託             

（（一社）大阪府薬剤師会・大阪府医薬品卸協同組合） 

推定入院･外来患者の 7 日分 

（上記推定入院患者の3日分を除く） 

 

○備蓄水（大阪広域水道企業団製作）※                           令和 8 年 1月現在 

大阪広域水道企業団備蓄水 
災害時等における応急給水活動等で市町村の住民に配布するた

め、アルミボトル缶詰備蓄水（490ｍｌ）100 万本を備蓄 

受水市町村 60 万本 

企業団施設 40 万本 

災害時の給水には、非常用自家発電設備を備え未送水時でも給水可能な「あんしん給水栓（Ａタイプ）」を府内 50 箇所に設置 

※大阪府水道部は、平成 23 年 4月 1 日をもって大阪広域水道企業団に資産を承継 
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第 5 情報収集伝達・災害広報 

高槻市無線システムの概要 

 高槻市における防災､応急復旧活動等において正確な情報収集及び伝達を行うとともに､住民に対す
る避難情報の伝達を行うための無線は次のとおりです。 
 

高槻市無線システム図 

         所属 車 載 型 半固定型 携 帯 型 
    

  
       

    
  

 
  危機管理本部   32     

  
 

      
  

 
  

    
    

  
 

  
総務部 15       

  
 

      
  

 
  

  
      

  
 

  総合政策部 1  6     
  

 
      

  
 

  
  

      
  

 
  都市創造部 14   

高

槻

市

災

害

対

策

本

部 

  
高

槻

市

防

災

行

政

無

線 

  
 

    
  

 
  

  
    

 
 

市民共創部 5     
  

移
動
系 

  

      
  

  
      

健康福祉部 1   
      

      
    

      
歴史にぎわい部 1   

    

 

  

       

   

      水道部  1 5  
  

 

     
  

 

    
    

   消
防
無
線 

     
消防本部   1         

 
    

 
  

    

        
避難所  20 106       

 

  
 

  交
通
部
業
務
用
無
線 

    

    

    
 

  
防災拠点   3       

 
      

   

     
  その他 

（支所等） 
 6  

  
 

     

    

 
  

 

  
 

  

    

   
水
道
部
業
務
用
無
線 

  

固
定
系 

  戸別受信機 屋外拡声子局   
       171 82  
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高槻市防災行政無線整備状況（デジタル） 

年度 

移  動  系（市町村波） 固  定  系 

車携帯型 半固定型 携 帯 型 
屋外拡声子局 戸別受信機 

   5W     5W   2W・5W 

平成 27 年度 

～平成 28年度 
37 27 153 82 171 

 

高槻市防災行政無線 

(1) 固定系無線  

地域住民に各種災害情報を通報する屋外拡声子局、職員に対し指令等を行う戸別

受信機の無線 

 

ア 親局設備  

総合センター塔屋１階防災行政無線機械室  5W 

  60MHz 送信装置    

     

防災行政無線室  

総合センター6階 操作卓  

本館 4階 遠隔制御装置  
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イ 屋外拡声子局設備設置場所    82 箇所  

No 設 置 場 所 No 設 置 場 所 No 設 置 場 所 

1  芥川小学校 29  認定こども園日吉台幼稚園 57  東上牧２丁目つばき公園 ※1 

2  桃園小学校 ※1 30  阿武山小学校 58  原第一公園 ※1 

3  五百住小学校 31  阿武野小学校 59  道鵜町公園 ※1 

4  郡家小学校 32  川西小学校 60  宮田町三丁目あさがお公園 ※1 

5  冠小学校 33  竹の内小学校 61  第六中学校 ※1 

6  三箇牧小学校 34  大冠小学校 62  川西公園 

7  桜台小学校 ※1 35  如是小学校 63  南平台南公園 

8  芝生小学校 36  柳川小学校 64  日吉台中央公園 ※1 

9  磐手小学校 ※1 37  玉川小学校 65  南松原公園 

10  清水小学校 38  第七中学校 66 弥生が丘町公園 

11 五領小学校 39  柱本小学校 ※1 67 美しが丘第一公園 

12 樫田小学校（再送信）※1 40  阿武野保育所 68 上牧駅前公園 

13  赤大路小学校 41  清水台第一公園 69 奈佐原公園 

14  新日吉台公園 42  小寺池図書館 70 月見台バス停 ※1 

15  富田小学校 ※1 43  真上公民館 ※1 71 松が丘１丁目さくら公園 ※1 

16  寿栄コミュニティセンター 44 埋蔵文化調査センター 72 芝谷町南公園 

17  松原小学校 45 唐崎あさがお児童遊園 ※1 73 清水池コミュニティセンター 

18  南大冠小学校 46  市道奥天神古曽部線 74 西冠１丁目たんぽぽ児童遊園 

19  第三中学校 ※1 47  総合市民交流センター（クロスパル高槻）  75 二料１ ※2 

20  津之江小学校 48  安岡寺小学校 76 二料３ ※2 

21  北大冠小学校 49  真上小学校 77 杉生 ※2 

22  第一中学校 50  日吉台七番町つばき公園 78 中畑１ ※2 

23  城南中学校 51  塚原東公園 79 中畑２ ※2 

24  庄所公園 52  大塚公園 80 出灰１ ※2 

25  芥川認定こども園 53  萩谷自治会集会所 ※1 81 出灰２ ※2 

26  川久保バス停 ※1 54  奥天神町２丁目なでしこ児童遊園 82 堤運動公園（再送信）※2 

27  淀の原町さくら公園 55  上土室北公園 ※1 
※3 

28  北清水小学校 56  高垣町公園 

 ※1 モーターサイレン及びアンサーバック機能のある子局 

 ※2 アンサーバック機能のある子局 

 ※3 再送信単独設備設置場所：樫田トンネル(No.83)、二料２(No.84) 

 

ウ 戸別受信機設置場所 
支所、公民館、保育所、学校等の市の施設      171 箇所 
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(2) 移動系無線 

   災害発生現場の被害状況や､避難所等における応急対策活動状況等の連絡を行うた

めの無線 

 

ア 統制局設備（基地局含む） 

 

総合センター塔屋１階防災行政無線機械室  5W 

 260MHz 送信装置   

     

防災行政無線室  

総合センター6階 操作卓  

本館 4階 遠隔制御装置  

  

イ 移動局設備 

(ア) 半固定型無線機 27 箇所(方面隊基地避難所、支所等) 

呼出名称 呼出番号 設置場所 方面隊名 出力 備 考 

ぼうさいたかつき 101 冠小学校 南大冠 5W  

〃 102 三箇牧小学校 三箇牧 〃  

〃 103 桜台小学校 桜台 〃  

〃 104 桃園小学校 高槻 〃  

〃 105 芥川小学校 芥川 〃  

〃 106 五百住小学校 富田 〃 救護所 

〃 107 芝生小学校 如是 〃 救護所 

〃 108 阿武山小学校 阿武山 〃  

〃 109 北清水小学校 
 

〃 救護所 

〃 110 清水小学校 樫田・清水 〃   

〃 111 磐手小学校 磐手 〃   

〃 112 総合市民交流センター  5W  

〃 113 五領小学校 五領 〃 救護所 

〃 114 北大冠小学校 北大冠 〃  

〃 115 郡家小学校 阿武野 〃 救護所 

〃 116 大冠浄水場  〃  

〃 117 高槻小学校  〃 救護所 

〃 118 保健所  〃  

〃 119 萩谷自治会集会所(萩谷公民館)  〃  

〃 120 樫田支所  〃  

〃 121 日吉台小学校 日吉台 〃 救護所 
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呼出名称 呼出番号 設置場所 方面隊名 出力 備  考 

ぼうさいたかつき 122 南平台小学校 

 

〃 救護所 

〃 123 三箇牧支所 

 

〃 救護所 

〃 124 川久保交流センター 

 

〃  

〃 125 寿栄小学校 柳川 〃  

〃 126 富田支所  〃  

〃 127 保健センター  〃  

(イ) 車携帯型無線機 5W  37 台 

     ぼうさいたかつき 201～ぼうさいたかつき 237 

(ウ) 携帯型無線機   2W 132 台 

     ぼうさいたかつき 301～ぼうさいたかつき 432 

(エ) 携帯型無線機   5W   21 台 

     ぼうさいたかつき 433～ぼうさいたかつき 453 

 

(3) 中継局設備（移動系・固定系） 

 親局、統制局設備からの電波が弱電界になる樫田地区の対策として、樫田トンネル 

  上に設置 

 

(4) 電話自動応答装置 

防災行政無線装置から通報された内容を自動的に録音し、住民からの電話着信によ 

り自動応答して通報内容のメッセージの再生サービスを行う装置（072-674-7476） 

 

(5) 災害時の防災行政無線運用基準 

種別 発令時 解除時 運用時間 

警戒レベル 3 

高齢者等避難 

上りチャイム音→ 

音声放送→下りチャイム音 

上りチャイム音→ 

音声放送→ 

下りチャイム音 

 

24 時間 
警戒レベル 4 

 避難指示 
サイレン（※）＋音声放送 

警戒レベル 5 

緊急安全確保 

その他 
上りチャイム音→ 

音声放送→下りチャイム音 

原則 

午前 6時～午後 9 時 

 

 

 

 

参考：大阪府水防計画（水防法第 20 条に基づく水防信号第四号） 

注）特別警報、緊急地震速報は、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を経由した自動起動に

より放送する。 

  

※サイレン吹鳴パターン 

60 秒吹鳴     60 秒吹鳴     →音声放送 

     5 秒休止      5 秒休止 
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消防無線 

(1) 指令情報系デジタル無線 令和 7 年 12 月現在 

種      別 
デ ジ タ ル 波 

電
波
型
式 

空
中
線
電
力 

局 
 

数 

活 動  波 主運用波 統 制 波 

チ ャ ン ネ ル 
救急
1 

救急
2 

市波
１ 

市波
2 

主運用波 1 2 3 

基  地  局 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

GID 
10 W 1 

( 消防本部 ) GIE 
基  地  局 

○   ○   ○ ○ ○ ○ 
GID 

10 W 1 
( 消防樫田 ) GIE 

陸 上 移 動 局 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

GID 
10 W 9 

（ 卓 上 型 ） GIE 
陸 上 移 動 局  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
GID 

10 W 59 
( 車 載 ) GIE 

陸 上 移 動 局 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

GID 
5 W 39 

（  携 帯  ） GIE 
陸 上 移 動 局 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
GID 

10 W 3 
（  可 搬 型  ） GIE 

(2) 防災相互通信無線（１５０ＭＨｚ帯） 
種      別 アナログ波 

電波型式 空中線電力 局  数 
チャンネル 防災相互波    

陸 上 移 動 局 
○    F3E 5W 5 

（ 携 帯 ） 

(3) 署 活 動 系 無 線（４００ＭＨｚ帯） 

種      別 アナログ波 

電波型式 空中線電力 局  数 
チャンネル 

防災相互波を含む最大 18 チャンネルを実装 
※実装チャンネルは無線機ごとに異なる 陸 上 移 動 局 

F3E 1 W 177 
（ 携 帯 ） 

 

水道部業務用無線 

                  令和 8年 1 月現在 
              無線局 
設置場所 

基 地 局 陸上移動局 

水 道 部 1  35  

 

交通部業務用無線 

                         令和 8 年 1月現在 
                         無線局 
設置場所 

基 地 局 陸上移動局 携 帯 局 

芝 生 営 業 所 1 76  12  

緑 が 丘 営 業 所 1 87  4  

市交阿武野 1     
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大阪府防災行政無線 
(1) この無線設備は、災害の情報収集伝達を円滑かつ迅速に行い、府下の災害応急対策の推 

進を図るため設置したもので、気象情報等の一斉伝達や情報交換に利用できる｡ 

 

(2) 設備概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 操作方法 

ア 防災専用電話からかける場合 ×××-△△△△ 

※ 特番なしで直接無線網に入ることができる 

 ×××  → 相手方局番号 

 △△△△ → 相手方内線番号 

 

イ 内線電話からかける場合   8-×××-△△△△ 

※ 特番｢8｣を押すことで､無線網へ切り替える 

 

(4) 設置場所及び番号 

設 置 場 所 防災専用電話番号 防災 FAX 番号 

危 機 管 理 室 507-8900 507-8800 

警 備 員 室 （ 夜 間 ） 507-8802 507-8802 

消 防 本 部 指 令 調 査 室 407-8900 407-8800 

 

  

  

内 線 
電話機 

防災専用電話 
防災専用 FAX 

庁 内 交 換 機 

防 災 
交換機 

無   線 

ＮＴＴ回線 
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災害用衛星携帯電話 

  この衛星携帯電話は、災害発生に伴う設備故障などにより一般の電話が不通になったときに、

通信衛星を使用して通信の孤立を防止し、重要通信を確保するために利用する。 

災害用衛星携帯電話一覧 

設置場所 電話番号 

危 機 管 理 室 非 公 開 

樫  田  支  所 非 公 開 

大 冠 浄 水 場 非 公 開 

消 防 本 部 北 消 防 署 非 公 開 

消 防 本 部 警 防 課 非 公 開 

消 防 本 部 指 令 調 査 室 非 公 開 

孤 立 対 策 （ 樫 田 田 能 ） 非 公 開 

孤立対策（樫田出灰 1） 非 公 開 

孤立対策（樫田出灰 2） 非 公 開 

孤 立 対 策 （ 樫 田 杉 生 ） 非 公 開 

孤 立 対 策 （ 樫 田 二 料 ） 非 公 開 

孤 立 対 策 （ 樫 田 中 畑 ） 非 公 開 

孤 立 対 策 （  萩  谷  ） 非 公 開 

孤 立 対 策 （ 川  久  保 ） 非 公 開 

 

災害時優先電話 

  災害時優先電話は、災害時等に電話が混み合い、発信規制や接続規制といった通信制限により、

接続が制限される状況下で、制限を受けずに発信や接続を行うことができる。 

 

1 固定電話（10回線） 

設置場所 電話番号 

市 長 室 非 公 開 

危 機 管 理 室  非 公 開 

都 市 創 造 部 非 公 開 

災害対策本部（７回線） 非 公 開 

 

 2 携帯電話（4 回線） 

設置場所 電話番号 

防災行政無線室（本館４階） 非 公 開 
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高槻市計測震度計設置場所一覧 

令和 8 年 4 月現在 

№ 設 置 場 所 設 置 者 

1  高槻市役所(桃園町 2-1) 気  象  庁 

2  高槻市消防本部(桃園町 4-30) 大  阪  府 

3  高槻市立第二中学校(郡家本町 52-1) 文 部 科 学 省 

※№2 の震度情報は直接高槻市も収集することができる｡ 
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観測所 

雨量観測所 

 

 国土交通省近畿地方整備局所管・・・1 か所 

観 測 所 名 流 域 河 川 名  所 在 地 

枚 方 淀 川 枚方市新町 2‐2‐10 

 

 大阪府所管・・・１４か所 

観 測 所 名 流 域 河 川 名  所 在 地 

樫 田 芥 川 中 畑 地 内 

中 畑  中 畑 大 門 

二 料  二 料 垣 内 

出 灰  出 灰 堂 ノ 前 

杉 生  田 能 上 条 奥 ノ 谷 

萩 谷  萩 谷 

川 久 保 水   無   瀬  川  川 久 保 地 内 

川 久 保 北   川 久 保 地 内 

原 芥      川  原 地 内 

大 和  大 和 一 丁 目 地 内 

安 満  安満御所の町地内 

清 水 台  清水台一丁目地内 

三島府民センター  茨 木 市 中 穂 積 

見 山  茨 木 市 長 谷 

 

 高槻市所管・・・１０か所 

観 測 所 名 流 域 河 川 名  所 在 地 

樫 田 支 所 芥 川 田 能 

北 清 水 幼 稚 園 西 山 川 安 岡 寺 町 六 丁 目 

公 園 墓 地 檜 尾 川 安 満 御 所 の 町 

阿 武 野 中 学 校 女 瀬 川 氷 室 町  五 丁 目 

消 防 本 部  桃 園 町 

消 防 大 冠 分 署  辻 子 二 丁 目 

南 総 持 寺 町  南 総 持 寺 町 

消防三箇牧出張所  唐 崎 中 一 丁 目 

井 尻 一 丁 目 取 口  井 尻 一 丁 目 

柱 本 六 丁 目 取 口  柱 本 六 丁 目 １ ７ 

 

 島本町所管・・・２か所 

観 測 所 名 流 域 河 川 名  所 在 地 

島 本 町 役 場  水 無 瀬 川  島本町桜井 2‐1‐1 

新 大 阪 G C  水 無 瀬 川  島 本 町 尺 代 1 2 8 
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水位観測所 

 

 国土交通省近畿地方整備局所管・・・2 か所 

観 測 所 名 河 川 名 所 在 地 

高 浜 淀 川 上 牧 町 

枚 方 淀 川 枚方市新町 2‐2‐10  

 

 大阪府所管・・・７か所 

観 測 所 名 河 川 名 所 在 地 

檜 尾 川 橋 檜 尾 川 野 田 町 

芥 川 橋 芥 川 殿 町 

西 之 川 原 橋 芥 川 西 之 川 原 町 

天 堂 橋 女 瀬 川 東 五 百 住 町 

太 田 橋 安 威 川 茨 木 市 

水 無 瀬 橋 水 無 瀬 川 島 本 町 

東 山 川 塚 脇 地 先 東 山 川 塚 脇 二 丁 目 

 

 高槻市所管・・・13か所 

観 測 所 名 河 川 名 所 在 地 

宮 田 町 五 者 井 路  宮 田 町 一 丁 目  

上 の 池  阿 武 野 二 丁 目  

津 之 江 取 口 津 之 江 水 路  津 之 江 町 二 丁 目  

朝 日 町 第二津之江導水路  朝 日 町 

宮 野 町 北 大 冠 水 路  宮 野 町 

春 日 町 東 部 排 水 路  春 日 町 

寿  町 日 野 川 寿 町 一 丁 目  

上 土 室 町 一 丁 目 土 室 川 分 水 路  上 土 室 町 一 丁 目  

牧 田 町 津 之 江 水 路  牧 田 町 

上 牧 南 駅 前 町 上 牧 新 川  上 牧 南 駅 前 町  

西 大 樋 取 口 番 田 水 路  西 大 樋 町  

日 野 川 取 口 日 野 川 牧 田 町 

柳 川 取 口 柳 川 南 総 持 寺 町  
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